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1 県内初の Salmonella Bredeney による牛サルモネラ症清浄化事例 

東部家畜保健衛生所 

富樫哲也，國井洋，清水ゆう子，柴崎卓也 
 

１. はじめに 

牛サルモネラ症は，種々の血清型のサルモネラ

に 起 因 す る 感 染 症 で あ り ， そ の 中 で も S. 

Typhimurium （以下 ST），S. Dublin （以下 SD），S. 

Enteritidis によって引き起こされるものが届出伝

染病に指定されている。症状として発熱，悪臭を伴

う下痢，血便，敗血症を主徴とした急性あるいは慢

性の伝染病疾患であり１），感染牛の糞便中には，

多量のサルモネラ菌が含まれ，回復後も長期間保

菌し，間欠的に排菌され他の牛への感染源となる

ため，清浄化に至るまで長期間を要する。今回，

管内酪農場において，報告例の少ない Salmonella 

Bredeney による牛サルモネラ症の発生があり，関

係団体と連携して防疫対策を実施し，清浄化を達

成したため，その概要を報告する。 

 

２. 農場概要 

 発生農場は，成牛 18 頭，育成牛・子牛 11 頭を飼

養する酪農場である。飼養形態は対頭式並びに対

尻式の繋ぎ飼いで（図１），子牛は農場入り口付近

のカーフハッチで飼養されていた。給与水に関し

ては，農場付近を流れる沢水を用いていた。当該

農場では，飼養牛の一部を北海道，岩手県，宮城

県から導入していたが，発生前 3 ヶ月以内の導入

はなかった。 

 

３. 発生概要 

 平成 25 年 7 月上旬から 8 月上旬にかけて，発熱，

軟便及び下痢を主徴として，成牛 11 頭が診療獣

医師による抗生剤治療（βラクタム系抗菌薬）を受

けていた。発生当初は，治療により症状は緩和さ

れたが，他の牛への感染が確認されたため，平成

25 年 8 月12 日に当所に通報があり，同日，立入検

査を実施した。立入時には，同居牛 1 頭が 39.6℃

の発熱を呈していたが，下痢等の症状は確認でき

なかった。 

 

 

図１ 畜舎内部 

 

４. 病性鑑定 

立入検査では，成牛 8 頭の糞便並びに，環境調

査として通路 2 カ所，飼槽 3 カ所，ウォーターカッ

プ 3 カ所を採材し，菌分離をおこなった。方法とし

て，ハーナーテトラチオン酸塩培地で増菌培養後，

ＤＨＬ及びブリリアントグリーン寒天培地で培養した。

結果，成牛 5 頭，通路 1 カ所，飼槽 3 カ所，ウォー

ターカップ 1 カ所から黒色コロニーが分離された。

分離菌の同定のため，API20E を用いた生化学性

状試験，O 群凝集試験並びに H 型別試験（サルモ

ネラ免疫血清「生研」）を実施した。生化学性状試

験では，6704552 のプロファイル番号を示し，

Salmonella spp. 89.4％と判定した。血清型別では，

4：l,v：1,7 の抗原構造を示したため，Salmonella 

Bredeney（以下ＳB）による牛サルモネラ症と診断し

た。併せて，一濃度ディスク法で 10 薬剤（ABPC・

AMPC・CEZ・KM・GM・SM・ERFX・MRFX・TOM・

ST）について薬剤感受性試験を行った結果、全て

の薬剤で感受性を示した。 
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５. 対策 

 牛サルモネラ症の発生が確認されたことから，

直ちに畜主，酪農協，共済組合とともに防疫対策

について協議し，各々役割分担を設けて対策を実

施した。 

１）家畜保健衛生所の役割 

（１）細菌検査 

農場における感染状況等の把握と治療効果高

めるため，糞便検査や環境検査，薬剤感受性試験

を実施し，データは共済組合や酪農協と共有した。

平成 25 年 8 月の全頭検査では，発症牛を含め 29

頭中 22 頭で菌分離陽性を示し，既に農場全体に

まん延しているという状況であった。このため，定期

的な全頭検査を実施して，指導を継続（平成 25 年

8 月，9 月，10 月，平成 26 年 6 月，9 月，12 月，平

成 27 年 2 月，4 月，10 月）。3 年間の年 3 回の検

査では，保菌牛は存在するが，発症牛は認められ

なかったため，平成 28年より，年1回の確認検査と

した（表 1）。平成 29 年の検査で子牛に保菌牛が

認められたことから，他農場への感染防止のため，

出荷前子牛の検査を実施し，衛生指導を再徹底

することとし，平成 29 年以降，保菌牛は検出されな

かった。 

（２）畜舎消毒 

サルモネラ菌の陰性牛への感染を防ぐために，

平成 25 年 8 月 29 日に畜主，家保，酪農協，共済

組合の関係団体を含め計 16 名で畜舎消毒を実施

した。まず，畜舎外に全ての牛を移動させ繋留後，

牛床，飼槽，ウォーターカップや通路，子牛のカー

フハッチを清掃し，動力噴霧器により逆性石けんに

よる水洗を行い，石灰乳を塗布した（図２）。乾燥後，

牛を作業動線に配慮して，保菌牛群を牛床に配置

し直し，作業終了した。 

表 1 対策取組中の細菌検査結果 

 

 

 

図２ 畜舎消毒の様子 

 

２）共済組合の役割 

（１）抗生剤投与 

発生直後の全頭検査の後，全頭に抗生剤（ニュ

ーキノロン系抗菌薬）を投与した。その後は，陽性

牛に対して抗生剤を投与していたが，畜主より，生

産乳出荷停止および廃乳処理の問題のため抗生

剤の使用頻度を減らしたいとの要望があり，平成

27 年からは，保菌牛の分娩ストレスによる発症を防

止するために，分娩時での投与ととした。 

（２）生菌製剤投与 

サルモネラ菌や大腸菌の増殖抑制や有益な酵

素の産出などの効果を見込み，全頭に対し毎日生

菌製剤を投与した。 

（３）ワクチン接種 

 畜主よる抗生剤の使用頻度を抑えたいとの要望

から，畜主，共済組合との協議の元，平成26年より，

発症時の症状緩和や治療牛の減少を目的として

サルモネラⅡ価ワクチンの接種を実施した。 

 

３）酪農協の役割 

（１）集乳路線の順路変更 

集乳路線の順路を変更し，当該農場を最後に

集乳することで，他農場への感染拡大防止に努め

た。 

（２）酪農ヘルパー組合への情報提供 

 登録されているヘルパーは牛飼養者であったた

め，他農場への感染拡大防止のために，当該農場

では，農場に常備された専用の作業衣や長靴の

使用を励行した。 
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４）畜主の役割 

（１）陽性牛の区分管理と搾乳順序の見直し 

 全頭検査の結果を受けて，陽性牛と陰性牛の配

置を区分し，陽性牛を最後に搾乳するなど農場内

での感染拡大防止を図った。 

（２）陽性牛の計画的更新 

 陽性牛の頭数を減少させることを目的に，段階的

に陽性牛を淘汰した。 

（３）定期的な畜舎消毒 

 牛床や子牛のカーフハッチが空いた際などには，

畜主自らによって定期的に清掃・消毒を実施し，畜

舎内の衛生保持に努めた。 

 

６. 取り組みの結果 

 当該農場において，平成 30 年の検査以降，新た

な発症牛は認められず，令和元年６月に清浄性確

認検査として，全頭の糞便検査 22 検体，飼槽 8 カ

所，ウォーターカップ 17 カ所についての細菌検査

を実施したところ，全ての検体で陰性を示した。ま

た，周囲環境からの再感染防止を図るために，環

境調査として堆肥，給与水の細菌検査を実施した

ところ，全ての検体で陰性を示した。以上の結果か

ら清浄化達成と判断した。 

 

７. まとめ及び考察 

 今回，平成 25 年 8 月に SB を原因とした牛サル

モネラ症が発生し，関係団体と協力した対策並び

に指導を継続的に実施した結果，令和元年６月に

清浄化を達成した。宮城県内において，SB による

牛サルモネラ症の発生事例はなく，本事例は県内

初事例と考えられた。今回，定期的に畜舎消毒を

行いながら，抗生剤や生菌製剤を使用し，計画的

に淘汰を行うことで，経営面での負担を配慮しつ

つ農場内の汚染レベルを下げ，段階的に清浄化

が図られたものと考えられた。  

SB は環境中に広く常在されており２），アライグマ

やカラスへの保菌が確認されている３）ことから，野

生動物による農場内への SB の持ち込みや，外部

導入牛が SB を保菌したまま農場内に持ち込んだ

可能性が考えられた。しかし，平成 25 年 8 月の全

頭検査において，自家産牛並びに導入牛のどちら

もが陽性となっており，既に農場内でまん延した状

況となっていたため，詳細については不明であっ

た。  

 中岡らは，ST と SD 以外の血清型による牛サルモ

ネラ症では，症状は重篤に至らず，本症の摘発が

遅れてしまうと報告している４）。本事例においても，

発熱や下痢，軟便など症状は重篤ではなかったた

め，すぐには本症を疑わず，通報までの1ヶ月間で

農場内にまん延したため，清浄化に長期間を要す

ることになったと考えられた。また，今回，感受性抗

生剤を投与したものの，著しい効果は認められな

かった。これについては，通報までの 1 ヶ月間に，

薬剤の浸潤しない部位に SB が定着したため，抗

生剤の効果が発揮できなかった可能性もあると考

えられた。また，これらに加え，本事例においては，

抗生剤の休薬期間などによる経済的損失を考慮し

て，抗生剤の使用頻度を下げていったことが長期

化した要因のひとつではないかと考える。 

今後も，関係団体との連携を密にして業務に取

り組んでいきたい。 
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2 入牧条件の異なる 3 公共牧場における牛白血病対策 

北部家畜保健衛生所 

塩原綾早，大関貴大，鹿沼憲一，中村健太郎，矢田絢子，竹田百合子，髙橋幸治 
 

1 はじめに 

地方病性牛白血病は牛白血病ウイルス（以下，

BLV）の感染を原因とし，その発生は全国的に

年々増加，宮城県内でも同様に増加がみられる

［1］。このため農場の清浄化を目的とし，平成 27年

に農林水産省により牛白血病に関する衛生対策ガ

イドラインが策定された。宮城県でも平成 31 年に

宮城県牛白血病対策要領が策定され，これら要領

では各農場での対策の他，公共牧場でも感染拡

大防止が重要とされている。 

当管内には公共牧場が 3 ヶ所（A,B,C）あり，牛

白血病感染牛の入牧可否は異なっている。平成

29 年から令和元年にかけて，計画・実施・検証・措

置の PDCA サイクルに則り，各牧場に応じた BLV

対策を行ったので，その概要を報告する。 

 

２ 各公共牧場の概要・入牧条件 

各牧場の概要（①入牧畜種，②年間管理頭数，

③牧場面積，④管理期間）は，A 牧場（①肉牛，②

90 頭，③81 ha，④5 月から 11 月），B 牧場（①肉牛，

②60 頭，③144.4 ha，④周年），C 牧場（①肉牛及

び乳用育成牛，②肉牛：100 頭，乳用育成牛：40

頭，③43 ha，④周年）である。 

3 牧場とも入牧 1 ヶ月前に入牧前衛生検査を実

施する。入牧条件として，ブルセラ病，結核病，ヨ

ーネ病検査は全て陰性牛が入牧し，牛白血病検

査ではＡ牧場及びＢ牧場は BLV 抗体陰性牛のみ

入牧，Ｃ牧場は陰性牛及び陽性牛の両方が入牧

している。 

 

３ 各公共牧場の基本的 BLV 対策 

各牧場では牛白血病に関する衛生対策ガイドラ

インに則り，吸血昆虫対策として A 牧場は毎月忌

避剤の使用（5～8 月），B 牧場は毎月忌避剤の使

用（5～10 月）及びアブトラップの設置，C 牧場は年

2 回（5～6 月に 1 回，10 月に 1 回）の忌避剤の使

用及びアブトラップ設置を実施していた。また，全

牧場で注射針，直腸検査用手袋の交換，耳標，鼻

環装着時，除角時等の消毒を行い，人為的伝播

防止策を実施していた。 

 

４ 材料と方法 

平成 29 年から令和元年に各牧場に入牧した牛

の血清を用いて，牛白血病エライザキット（JNC 株

式会社）で BLV 抗体を測定した。 

3 牧場では毎年度末に牧場管理者・市町・家保

で検討会を行い，PDCA サイクルに則り次年度の

BLV 対策を講じた。 

 

1） A 牧場 

A 牧場は毎月約 20 頭入牧し，主に 11 月に全頭

退牧するため，退牧前の 10 月に BLV 抗体検査を

実施している（平成２９年：80 頭）。平成 29 年の

BLV 抗体陽転率は 2.5％（2/80 頭）で，陽転牛 2

頭は夏季入牧牛であった。このため，平成 29 年度

末の検討会では平成 30 年以降は 8 月に中間の

BLV 抗体検査を追加することとした（平成 30 年（8

月：92 頭，10 月：80 頭），令和元年（8 月：75 頭，10

月 55 頭））。なお，陽転牛は退牧とした。 

 

2） B 牧場 

B 牧場は年 3 回（4 月，8 月，11 月）入牧するが，

主に 4 月と 8 月に約 40 頭入牧する。主に 7 月と 10

月に退牧するため，7 月と 10 月に BLV 抗体検査を

実施している（平成29年（7月：45頭，10月：55頭）。

平成 29 年度の BLV 抗体陽転率は 7 月 0％（0/45

頭），10 月 9.1％（5/55 頭）で，陽転牛 5 頭中 4 頭

は 8 月入牧牛であった。このため，平成 29 年度末

の検討会では，抗体が十分に上昇しきっていると

思われる入牧 1 ヶ月後に中間の BLV 抗体検査を
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追加することとし，平成 30 年は 8 月末に検査を追

加した。更に，平成 30 年度末の検討会の結果，令

和元年は5 月に中間検査を追加し，陽転牛は退牧

とした。（平成 30 年（7 月：56 頭，8 月末：43 頭，10

月：71 頭），令和元年（5 月：68 頭，7 月：57 頭，8

月末：23 頭，10 月：62 頭）） 

 

3） C 牧場 

(1) 肉牛舎 

C 牧場の肉牛舎は毎月約 20 頭が入牧し，BLV

抗体陰性牛と陽性牛で分離飼育している。また，

牧場における BLV 抗体検査は 10 月に実施してい

る（平成 29 年：44 頭）。平成 29 年の BLV 抗体陽

転率は6.8％（3/44頭）で，陽転牛 3 頭は夏季入牧

牛であった。このため，平成 29 年度末の検討会で

は，平成 30 年以降は8月に検査を追加し，陽転牛

は陽性牛群へ移動させることとした。（平成 30 年（8

月：46 頭，10 月：50 頭），令和元年（8 月：60 頭，10

月：61 頭）） 

(2) 乳牛舎 

C牧場の乳牛舎は毎月乳用育成牛約10頭が入

牧し，BLV 抗体陰性牛と陽性牛は混合飼育してお

り，牧場における BLV 抗体検査は 10 月に実施し

ている（平成 29 年：38 頭）。平成 29 年の BLV 抗体

陽転率は42.1％（16/38頭）であった。平成30年は

8 月に検査を追加し（平成 30 年 8 月：35 頭，10 月：

26 頭），9 頭（9/35 頭）の陽転牛を摘発したが，分

離飼育未実施のため，10 月の陽転率は 38.5％

（10/26 頭）であった。このため，平成 30 年度末の

検討会では，令和元年からそれまで使用していた

新牛舎に加えて旧牛舎の活用，防虫ネットでの舎

内分離飼育を実施することとした。旧牛舎は防虫

ネットを設置し，牛房を区画することで牛群を分け，

新牛舎は陰性牛群と陽性牛群を通路で区画し，更

に通路に防虫ネットを設置した（図 1）。（令和元年

8 月：27 頭，10 月：27 頭）なお，令和元年から陽転

牛は陽性牛群へ移動させた。 

 

 

５ 成績 

1） A 牧場 

8 月のBLV 抗体検査で平成 30年 1頭（1/92頭），

令和元年 1頭（1/75 頭）の陽転牛を摘発した。その

結果，10 月の陽転率は平成 30 年 1.2％（1/86 頭），

令和元年 0％（0/55 頭）と，対策前の 2.5％に比べ

て低下した（図 2）。 

 

 

2）  B 牧場 

中間の BLV 抗体検査で平成 30 年 8 月末に 1

頭（1/43 頭），令和元年 5 月に 1 頭（1/68 頭），8

月末は0 頭（0/23 頭）の陽転牛を摘発した。その結

果，10 月の陽転率は平成 30 年 0％（0/71 頭），令

和元年 1.6％（1/62 頭）と対策前の 9.1％と比べて

低下した（図 3）。なお，過去 3 年間の 7 月の陽転

率は 0％で推移した。 

図 2. BLV 抗体陽転率の推移（Ａ牧場） 

図 1. C 牧場乳牛舎の分離飼育 
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3） C 牧場 

(1) 肉牛舎 

8 月の BLV 抗体検査で平成 30 年は陽転なし

（0/46 頭），令和元年は 4 頭（4/60 頭）の陽転牛を

摘発した。その結果，10 月の陽転率は平成 30 年

2.0％（1/50 頭），令和元年 4.9％（3/61 頭）と対策

前の 6.8％より低下した（図 4）。 

 

 

 

(2) 乳牛舎 

乳牛舎は令和元年より分離飼育を開始し，8 月

の検査では陽転牛2頭（2/27頭）摘発した。その結

果，10 月の陽転率は 11.1％（3/27 頭）に低下した

（図 5）。 

 

Ⅵ． まとめと考察 

A 牧場及び B 牧場では中間検査による陽転牛の

早期摘発・退牧で 10 月の BLV 抗体陽転率が低下

しており，中間検査は BLV 感染拡大防止に効果 

 

 

 

的であった。しかし，中間検査で摘発できない陽転

牛も A 牧場と B 牧場で各 1 頭ずつ確認した。BLV

抗体上昇には 2～8 週間要する［2］［3］と言われて

いることから，入牧前検査時に BLV 抗体上昇が不

十分であった感染牛がいたことや，入牧前検査後

に BLV 感染した可能性が考えられた。このような牛

を早期に発見するためには，より感度の高い遺伝

子検査の導入や検査頻度を増やす等の検討が必

要と思われた。今後，入牧 1 ヶ月後検査に抗体検

査と遺伝子検査を組み合わせた手法を検証したい

と考える。 

C 牧場の肉牛舎の 10 月の陽転率は，中間検査

による陽転牛の早期摘発・陽性牛群への移動で低

下したものの，平成 30 年と比べて令和元年には上

昇しており，要因として陰性牛の陽性牛群への混

在や，混在牛を未検査で陰性牛群へ戻していたこ

と等があげられた。なお，混在牛1頭はその後陽転

が確認された。このため，令和元年度末の検討会

にて，今後は分離飼育を継続しつつ，混在牛の対

策として首札等により BLV陽性牛を識別しやすくし，

牛群管理を改善することを提案した。また，BLV に

関した管理者向け研修を実施した。 

C 牧場の乳牛舎は平成 30 年度末の検討会にて

チェックリストを用いた BLV 対策の再確認を行い，

分離飼育に向けた問題点を確認したところ，子牛

から初妊牛を受入れ，育成段階による群分けを行

っているため，更に BLV による分離飼育に必要な

牛房数を確保するのは困難であると判明した。令

和元年度から防虫ネット等を活用した分離飼育を

図 3. BLV 抗体陽転率の推移（Ｂ牧場） 図 5. BLV 抗体陽転率の推移（C 牧場：乳牛舎） 

図 4. BLV 抗体陽転率の推移（C 牧場：肉牛舎） 
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実施したところ陽転率が低下したことから，牛房数

が少なくても防虫ネット等実施可能な手法による効

果が確認された。今後，牛舎構造等による問題を

抱えた農場での BLV 対策への応用を検討したい。 

このように，PDCA サイクルの考えに則り，毎年

検討会を行い，牧場管理者・市町・家保で連携し

ながら BLV 対策を立案・実施してきた。今後も各牧

場で検討会による評価を行い，BLV 蔓延防止に向

け対策を継続していく。 

 

引用文献 

［1］ 農林水産省（2020）監視伝染病発生年報（平

成 10 年分～平成 30 年） 
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［3］ Naif HM, et al. (1992) Early detection of 
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3 腸管出血性大腸菌 O26 保菌牛を認めた「ふれあい動物実施農場」における衛生指

導の一事例 

北部家畜保健衛生所  

鹿沼憲一，塩原綾早，大関貴大，中村健太郎， 

矢田絢子，竹田百合子，髙橋幸治  
 

１ はじめに 

 動物由来感染症とは，人獣共通感染症を人

の健康問題という観点に立って言い表した言葉

であり，平成 8 年に全国的な流行のあった腸管

出血性大腸菌 O157 などもこれに含まれる。搾

乳体験等のふれあい動物イベントを含む動物展

示施設における動物から人への感染事例は，平

成 13 年の島根県における発生以来，全国で散発

的に確認され，集団感染の事例も報告されてい

る 1）,2）。 

動物由来感染症の感染防止対策としては，宿

主動物対策，伝播対策，侵入阻止対策の 3 原則

が挙げられ 3），厚生労働省では『動物由来感染

症ハンドブック』を作成し，感染防止を啓発し

ている。また，宮城県では平成 16 年以降，『ふ

れあい牧場衛生管理向上マニュアル』に準拠し，

ふれあい動物イベント供与予定牛の衛生検査を

実施しており，病原体陽性の牛については供与

の中止を指導，併せて飼養農場への衛生指導を

実施している。 

今回，ふれあい動物イベントへの供与が予定

されていた乳用牛において，動物由来感染症の

病原体の一つである腸管出血性大腸菌 O26 が

検出された事例に遭遇したので，実施した対策

について報告する。 

 

2 農場概要および衛生検査状況 

（1） 農場概要 

 当該農場は乳用牛 18 頭，肉用牛 9 頭の合計

27頭（うち県内導入 3頭；近年の外部導入なし）

を飼養する乳肉複合農場である。牛舎は 3 棟（乳

用牛舎，乳用牛育成舎，肉用牛舎）あり，乳用

牛育成舎および肉用牛舎には区分けされたパド

ックが併設され，舎内とパドックを牛が自由に

行き来できるようになっていた（図 1）。また，

乳用牛を搾乳体験等の県内イベントへ年２回程

度，供与していた。 

 

図 1 牛舎及びパドック配置図 

 

（2） 材料及び方法 

『ふれあい牧場衛生管理向上マニュアル』に

準拠し，次の材料・方法で実施した。 

1) 材料 

ふれあい動物イベント供与予定乳用牛の

直腸便 11 検体（平成 30 年度：5 検体，令和

元年度：6 検体）を検査に供した。 

2) 方法 

(ⅰ) 腸管出血性大腸菌（O157・O26） 

免疫磁気ビーズ法による菌分離後，スライ

ド凝集反応により菌を同定した。 

(ⅱ) サルモネラ属菌 

HTT 培地（37℃，24～48 時間で好気培養）

による選択的増菌後，DHL 寒天培地及び

ES サルモネラ寒天培地Ⅱ（37℃，24～48
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時間で好気培養）による分離培養を実施し

た。 

(ⅲ) クリプトスポリジウム 

ストリップテスト（DipFit Cryptosporidium 

sp，コスモ・バイオ社）による定量検出を

実施した。 

（3） 結果 

平成 30 年度 3 頭，令和元年度 2 頭の乳用牛か

ら O26 が分離された。保菌牛については，イベ

ントへの供与中止を指導した。 

O157，サルモネラ属菌，クリプトスポリジウム

については全頭で検出されなかった。 

 

3 浸潤状況確認検査 

 2 年続けて O26 の保菌牛が確認されたことか

ら，農場での浸潤状況を確認するため，令和元

年 11月に同居牛全頭のO26の検査を実施した。 

（1） 材料及び方法 

1) 材料 ： 牛直腸便 21 検体 

（既に検査済みの牛を除く） 

2) 方法 ： 腸管出血性大腸菌（O26） 

前述の通り。 

（2） 結果 

21 頭中 2 頭から O26 が分離された。 

令和元年度の飼養牛27頭中4頭で保菌牛が確

認され，当該農場における O26 の保菌牛の割合

は 14.8 %となった。 

 保菌牛の内訳は乳用牛 3 頭，肉用牛 1 頭であ

り，農場内の配置は各牛舎に分散していた（図

2）。 

 

 

図 2 O26 保菌牛配置図 

 

4 O26 分離株の病原因子及び薬剤感受性検査 

 O26 分離株の病原因子の保有状況と，薬剤感

受性について検査を実施した。 

（1） 材料及び方法 

1) 材料 

平成 30 年度・令和元年度に分離された 7

株（平成 30 年度；3 株，令和元年度；4 株） 

2) 方法 

(ⅰ) 病原因子検査 

病原因子（stx1，stx2）及び付着因子（eae）

について，PCR 法で実施した。 

（ⅱ） 薬剤感受性試験 

11 薬剤（ABPC，AMPC，CEZ，KM，GM，

OTC，TC，NA，ERFX，ST，CP）につい

て，一濃度ディスク法で実施した。 

（2） 結果 

病原因子検査において，平成 30 年度の分離株

では stx1,stx2,eae の保有が，令和元年度の分離

株では eae の保有が認められた（図 3）。 

薬剤感受性試験においては，平成 30 年度の分

離株では全て感受性だったのに対し，令和元年

度の分離株では 1～5 種類の抗菌性製剤に対す

る薬剤耐性を獲得しており，OTC については分

離株の全てで耐性を認めた。また，乳用牛から

の分離株全てで ABPC，AMPC，CEZ への耐性

が認められた（図 3）。 

 

 

 

図 3  O26 分離株の病原因子・薬剤感受性検査 結果 
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5 対策 

 検査結果について，農場管理者と検討会を重

ね，対策プログラムを立案・実施した。 

（1） 環境検査 

 牛房及びパドックについて，O26 による汚染

状況を確認するための環境検査を実施した。 

1) 材料 ：  

パドックより採取した土壌 5 検体， 

牛舎の拭き取り液 4 検体 

2) 方法 ： 腸管出血性大腸菌（O26） 

前述の通り。 

また，検出された O26 については，病原因

子検査及び薬剤感受性試験を実施した。 

3) 検査結果 

乳用牛育成舎に併設のパドック 1 区画の土

壌より，保有の病原因子及び薬剤感受性が

今年度分離株の一つ（肉用牛 1 頭）と同性

状の O26 が検出された（図 4）。 

 

図 4 環境検査で検出された O26 の性状比較 

 

（2） 農場消毒 

環境検査の結果をもとに，牛舎及びパドック

を中心とした防散消石灰の散布と動力噴霧器に

よる消石灰乳の塗布を実施した（図 5）。 

（3） 従業員教育 

 農場消毒の実施と併せて，今後も動物由来感染

症予防のための自主的な消毒作業を行えるよう

に，農場消毒や手洗いの方法について，資料や

リーフレットを用いて研修を行った（図 5）。 

（4） 生菌製剤投与 

今年度検出された O26 が一部の抗菌性製剤

に対し耐性があることなどを考慮し，保菌牛が

下痢等の症状が認められないことを確認した上

で，生菌製剤を利用した競合的排除を実施した。

生菌製剤は腸管出血性大腸菌への効果が報告さ

れている 4）乳酸菌の配合されたものを選択し，

管理獣医師と情報共有のうえ実施，保菌牛１頭

につき 50 g/日の生菌製剤を飼料に混合し給与

した。 

また，給与開始から 3 ヶ月をめどに，保菌牛に

ついて再度確認検査を実施することとした。 

 

6 まとめ及び考察 

 今回，平成 30 年度及び令和元年度の「ふれあ

い動物イベント実施農場」の供与予定牛におい

て，２年連続で O26 の保菌牛を認めた。保菌牛

についてはイベントへの供与中止を指導し，併

せて平成 30 年度は O26 についての情報提供と

衛生指導を実施したが，令和元年度も検出陽性

の結果となったことから，農場内でのまん延が

示唆されたため，より踏み込んだ対策を行った。 

浸潤状況確認検査の結果，新たに保菌牛が確

認され，平成 30 年度では 3 頭，令和元年度では

4 頭で O26 が検出陽性となった。ただし，2 年

連続で保菌していた牛は認められなかった。ま

た環境検査では，乳用牛育成舎に併設のパドッ

ク一区画より O26 が確認され，牛と環境間での

菌の循環が疑われた。侵入経路については，飼

養牛がほぼ自家産であり，導入牛からも O26 が

検出されなかったこと，O26 が人や野生動物，

衛生害虫，飼料・水など，様々なものに付着し

持ち込まれる可能性がある 5）ことから，特定に

は至らなかった。 

分離株の遺伝子検査による病原因子の保有状

況では，平成 30 年度保菌牛からの分離株で

stx1,stx2,eae を，令和元年度保菌牛及びパドッ

クからの分離株で eae のみを保有しており，年

度により異なる病原性を有することが確認され

た。また，分離株の薬剤感受性検査では，平成

30 年度保菌牛からの分離株は全て感受性を示

したのに対し，令和元年度保菌牛及びパドック

からの分離株では 1～5 薬剤に対し耐性が確認

され，多剤耐性株も認められ，パドックからの
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分離株が保有する病原因子及び薬剤感受性が，

令和元年度の保菌牛１頭（肉用牛）からの分離

株のものと一致していた。O26 分離のパドック

は当該牛が飼養されているパドックではないも

のの，隣接しており，環境中への O26 の飛散が

疑われた。 

農場で使用されている抗菌性製剤はセファゾ

リンを成分とする乾乳期軟膏のみであり，乳用

牛分離株のセファゾリンに対する耐性獲得の一

要因になったと考えられた。その他農場で使用

している抗菌性製剤はなく，薬剤耐性獲得の要

因については，特定には至らなかった。また，

今年度の分離株すべてで，オキシテトラサイク

リンに対する薬剤耐性が確認された。テトラサ

イクリン系薬剤は，「薬剤耐性対策アクションプ

ラン」において耐性率低下対策の効果を測る指

標の一つとされている 6）。アクションプランの

期限まで残り１年となったが，当該薬剤に対す

る耐性率はおおむね 40％でほぼ横ばいの経過

をとっており 7），大腸菌のテトラサイクリン耐

性率 33％以下という目標達成に黄色信号が点

っている。このことを踏まえ，本事例では生菌

製剤などの抗菌性製剤代替法を活用した保菌牛

対策を実施した。 

 併せて，農場消毒及び従業員教育を実施し，

従業員の衛生意識・知識を向上させるとともに，

自主的な農場消毒を行える体制を整備すること

ができた。また，適切な農場消毒だけでも，牛

における腸管出血性大腸菌の陽性率低下に有効

とする過去の報告 8）があることから，今後，O26

保菌牛の検査を実施し，検証を行う必要がある

と思われた。 

 腸管出血性大腸菌（O26）は，汚染された食

品の摂取や保菌動物との接触を介して人へ感染

する。国立感染症研究所の調査では，O157 に

次いで多く分離され，腸管出血性大腸菌感染症

の 22.7 %を占め 9），特に子どもや高齢者で発症・

重篤化しやすいとされている。一方，牛におい

ては，保菌牛のほとんどは無症状で経過する。

また，外部環境への抵抗性が高く，農場内でま

ん延・常在化しやすいため，清浄化には本事例

のような，牛・環境中への浸潤状況の把握と，

畜舎の洗浄・消毒といった環境対策が重要と思

われた。 

当該農場は来年度以降もふれあい動物イベン

トに参加するとのことから，今後も現検査体制

を継続し，適切な対応ができるようにしたい。 

 

参考文献 

1) 鳥展示施設に関連したオウム病集団発生事例

－島根県松江市，IASR Vol.23 No.10 October 

2002 

2) 牧場での「ふれあい体験」が感染源と示唆さ

れる腸管出血性大腸菌 O157 感染事例，青森

県環境保健センター，2016 

3) 動物由来感染症対策の３原則，IASR Vol.26 

No.8（No.306）August 2005 

4) 生菌製剤投与による腸管出血性大腸菌 O157

実験感染牛の排菌抑制，第 72 回日本細菌学会，

p.266 (1999) 

5) 牛肉の生産衛生管理ハンドブック第 2版,1-23,

農林水産省,東京，2013 

6) 薬剤耐性対策アクションプランについて，農

林水産省，2016 

7) 薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報告書，薬

剤耐性ワンヘルス動向調査検討会，2019 

8) 牛における腸管出血性大腸菌 O157 の動態と

低減技術，北海道畜産試験場，2003 

9) ベロ毒素産生性大腸菌分離報告状況，国立感

染症研究所，2013-2019 
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4 ブロイラー農場における伝染性気管支炎（IB）発生事例 

大河原家畜保健衛生所 

大寺世志子，佐藤浩庸，岸田忠政，鈴木歩，網代隆 
 

1. はじめに 

 伝染性気管支炎（以下IB）は伝染性気管支炎ウ

イルス（以下IBV）によって引き起こされる鶏の急性

呼吸器病で，呼吸器症状，腎臓障害，産卵障害な

どを特徴とする。腎炎が誘発された場合には死亡

率が高く，細菌の混合感染を併発すると被害が増

大する１）。 今回，自家配合飼料を給与する肉用

鶏場においてIBが発生したので概要を報告する。 

 

2 農場概要と発生状況  

（1）農場概要 

発生農場は，8棟の鶏舎でブロイラーを常時約4

万羽飼養しており，孵化場から初生雛を導入，52

日齢前後で出荷していた。年に2回1鶏舎にのみ，

トウモロコシの代わりに玄米を用いた自家配合飼

料を給与していた。雛は0日齢時にIB生（C-78）ワ

クチンを噴霧投与されていた。 

（2）発生状況 

令和元年5月12日に同一の孵化場からA鶏舎に

3477羽，B鶏舎に4145羽入雛した。A鶏舎にのみ

自家配合飼料を給与しておりB鶏舎には他の鶏舎

と同じ購入飼料を給与していた。5月20日にA鶏舎

の自家配合飼料を前期から中期に切替えた。24

日から死亡羽数が増加し始め，24日～31日の間

にA鶏舎で計208羽の死亡が認められた。6月1日

の朝に約３００羽が死亡したと家保に通報があり立

入検査を実施，立入時には更に死亡鶏が確認さ

れ計831羽が死亡した（図１）。立入検査をしたとこ

ろ，元気消失と異状呼吸音を呈する個体が認めら

れた。発生鶏舎内で死亡鶏の偏りはなかった。 

 

3 材料及び方法  

（1)病理解剖 

異状鶏3羽について実施した。 

 

 

  
図1 死亡羽数の推移 

 

（2)細菌学的検査 

定法により菌分離・同定を実施した。 

（3）ウイルス学的検査 

剖検し採材した主要臓器（気管・肺・肝臓・腎臓）

の10％臓器乳剤とクロアカスワブ乳剤を検体とし，

発育鶏卵の尿膜腔内に接種，36℃7日間培養を2

代継代した。培養した尿膜腔液を回収し，赤血球

凝集（HA）試験及びIBV特異的プライマーを用い

たRT-PCRを実施した。更に，IBVの特異的遺伝

子を検出した検体については，PCR産物を用いて

制限酵素断片長多型（RFLP）解析を実施し遺伝

子型を判定した。 

（4）生化学的検査 

白血球百分比，血液生化学的検査，血清蛋白

分画について測定した。 

（5)病理組織学的検査 

剖検後，定法に基づきヘマトキシリン・エオジン

染色を実施した。また，喉頭・舌・気管・腎臓におい

ては抗IBVマウス血清抗体を用いて免疫組織学的

染色を実施した。 
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4 検査成績 

（1）解剖所見 

全羽で粘液に被覆された喉頭が認められ，1羽

でファブリキウス囊の萎縮が認められた。その他特

徴的な所見は認められなかった。 

（2)細菌学的検査 

有意菌は分離されなかった。 

（3)ウイルス学的検査 

尿膜腔液のHA試験で，1羽の気管及び肺で陽

性となったため，AIV抗原検査とNDV遺伝子検査

を実施した。RT-PCRの結果NDVの特異遺伝子

が検出されたが病原解析によりワクチン株と判定さ

れた。また，全ての気管からIBVの特異遺伝子が

検出された。RFLP解析では全ての検体でJP-Ⅰ

型と思われる切断パターンを示した。 

（4)生化学的検査 

血清蛋白分画においてγ-グロブリン分画の顕

著な低下とそれに伴うA/G比の増加が認められた

(表1)。 

 

表1 血清蛋白分画  

 

（5)病理組織学的検査 

全羽に共通してファブリキウス囊においてリンパ

球の減少または濾胞萎縮が認められた。喉頭では

粘膜上皮の線毛消失と扁平化，粘膜固有層にリン

パ球の浸潤が認められ，免疫染色では全羽の上

部気道においてIBV抗原が確認された（図2）。 

 以上の結果よりIBと診断された。 

 

5 対策 

立入時点で以下の3項目を指導した。A鶏舎の

みに給与されていた自家配合飼料に原因があると 

 

図2 免疫組織学的染色 

 

推測し，①自家配合飼料の給与中止，②毎日の死

亡羽数の報告，③異状鶏の淘汰を指導した。 

 

6 自家配合飼料におけるかび毒検査 

（1)自家配合飼料 

自家配合飼料を給与していた鶏群でのみ高い

死亡率が認められ，給与中止後死亡羽数は減少

した。また，聞き取り調査から，低温保存すべき自

家配合飼料を一時期常温で保存していたことが判

明した。以上のことから自家配合飼料による中毒を

疑いかび毒の検査を実施した。検査に用いた自家

配合飼料はトウモロコシの代わりに玄米を使用して

いるため，米の配合割合が65％と高くなっていた

(図3)。 

 

 
図3 飼料の原材料配合割合 

 

（2)かび毒検査の材料及び方法 

検査の材料には自家配合飼料中期と原材料で

ある飼料用米（玄米），乳酸発酵物を用いた。病性
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鑑定で免疫機能低下を示す所見が認められたこと

から，免疫機能低下を引き起こすフザリウム属産生

菌かび毒2）3）7種について，動物衛生研究所に

依頼し液体クロマトグラフ-タンデム質量分析装置

による定量分析を実施した。 

（3)検査結果 

自家配合飼料において7種類のうちフモニシン

B１のみが14μg/kg検出された。この値はフモニシ

ンの配合飼料中の残留基準値である4mg/kgと比

べ低い濃度であったことから，今回検査した飼料

中のかび毒による死亡羽数増加の影響は否定さ

れた（表2）。 

 

表2 飼料中かび毒濃度 

 

 

7 まとめ 

本症例は非常に高い死亡率を示し，病性鑑定

の結果IBと診断された。生化学検査では免疫機能

低下が認められた。自家配合飼料を給与していた

鶏群でのみ発症し，給与中止後すぐに症状は回

復，死亡羽数は減少した。このことから飼料中のか

び毒を疑い検査したが，今回検査した自家配合飼

料中期においてかび毒は出されなかった。 

 

8 考察 

腎炎型ではないIBは一般的に死亡率が高くな

い4）ため，本症例の死亡率増加に複合感染やそ

の他の要因が考えられたが，今回検査した項目で

は原因を特定できなかった。一般にはブロイラーの

免疫機能低下の原因として，環境ストレスや不適

切な栄養，マイコトキシンなどが挙げられる５）。 

自家配合飼料による死亡率増加の要因として次の

３つが考えられた。①今回検査した自家配合飼料

中期からはかび毒は検出されなかったが，検査で

きなかった前期飼料にかび毒が発生し蓄積，免疫

機能低下を引き起こしたなどの「かび毒による中

毒」。②飼料を一時期常温に置いていたことから，

飼料の変敗・腐敗により有害物質が発生していた

など「かび毒以外による中毒」。③飼料の「栄養素

の不足」の可能性が考えられる。実際に自家配合

飼料を与えていた養鶏場でビタミンA不足により免

疫機能が低下し，死亡率が増加した事例などがあ

る6）。 

今後，飼料が原因である可能性が疑われる症例

では，発症前からの給与飼料の検査，飼料の成

分・組成や患畜の栄養状態について詳しい検査を

行っていく必要があると考える。 

最後に，飼料中かび毒検査に際し，多大な御協

力を賜りました国立研究開発法人 農業・食品産

業技術総合研究機構 動物衛生研究部門 グル

ゲキールティシリ先生及び上垣隆一先生に深謝致

します。 
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支炎ウイルスの型別と予防.鶏病研究会報 46巻
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2)三上修：マイコトキシンの免疫毒性.臨床獣医

Vol25,No6，18-23(2007). 

3)宮崎茂：マイコトキシン，家畜への影響.臨床獣

医 Vol30,No.11，8-13（2012）. 

4）工藤雄一：伝染性気管支炎について.鶏病研究

会報 22巻 増刊号7-15(1986). 

5)日本チャンキー協会：ブロイラーの免疫阻害.チ
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attachment/26697.pdf 
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5 管内堆肥センターの運営実態と課題 

東部地方振興事務所畜産振興部 

千葉紗知，安達芳則 
 

1 石巻地域の畜産 

石巻地域における農業産出額の割合は，米

44％，畜産 32％，野菜 20％であり，畜産によ

る農業産出額は米に次いで 2 番目に大きな割合

を占める 1)。また，畜産について，管内の飼養

戸数と頭数（牛のみ）は，震災前の平成 22 年

から，戸数は約５割，頭数は約３割減少して推

移している 2)。しかし，1 戸あたりの飼養頭数

は増加して推移していることから，飼養規模の

拡大が進んでいる（図１）。 

 

図１：１戸あたりの飼養頭数の推移（牛） 

 

一方，畜産に関する苦情が毎年数件発生して

いる。平成 22 年から平成 30 年までの累計件数

では，悪臭が 13 件，野積みが 12 件，害虫が 7

件，水質汚濁が 6 件であり，家畜排せつ物の不

適切な管理による公害問題が収まらず，家畜排

せつ物の適切な管理と利用が必要である（図２）。 

 
図２：畜産に関する苦情の原因別発生状況 

 

2 家畜排せつ物法 

畜産に関係する法規制には，主に，環境基本

法，肥料取締法，家畜排せつ物の管理の適正化

及び利用の促進に関する法律（以下，家畜排せ

つ物法）が挙げられる。中でも，家畜排せつ物

法は家畜排せつ物の管理や利用について定めて

おり，健全な畜産業を発展させる上で重要な法

律である。 

家畜排せつ物法は，野積みや素堀りを解消し

家畜排せつ物の管理（処理や保管）の適正化を

図りつつ，家畜排せつ物の利用促進を図ること

により，健全な畜産業の発展に資する目的で平

成 11 年に施行されたが，法律に関する一部の

規定の適用について施行日から 5 年間の猶予期

間があり，平成 16 年に本格施行（全ての規定

が適用）された。この法律により，一定規模以

上の家畜を飼養する農家に対し，家畜排せつ物

の処理又は保管に供する施設の構造設備や家畜

排せつ物の管理の方法に関して遵守すべき基準

が定められ，農家個々の負担も増加することと

なった。そのため，この法律の施行に伴い，広

域堆肥センターの整備が拡充された。 

 

3 堆肥センターの役割 

堆肥センターとは，複数の畜産農家の家畜排

せつ物を集合的に処理する施設であり，畜産農

家から家畜排せつ物が搬入されると，堆肥化処

理され，耕種農家等へ販売する。さらに，販売

された製品堆肥を利用して農作物が生産され，

生産された飼料作物を家畜が食べて畜産物が生

産される循環が生じるため，堆肥センターは耕

畜連携による持続可能な農業振興の拠点である。 
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4 取組の目的 

 堆肥センターの現状について検討した。管内

の飼養頭羽数 2)から堆肥生産量を，管内の水稲

作付け面積 3)から施肥可能量を推定し，実際の

堆肥センターの堆肥生産量と比較すると，堆肥

センターでの堆肥生産量は推定堆肥生産量の約

17％を占める一方で，推定施肥可能量の約 10％

しか賄えていないことが分かった。そのため，

堆肥センターが十分に有効活用されていない可

能性が考えられた（図３）。 

 

図３：推定堆肥生産量，堆肥センター実績，推定施肥可

能量 

 

さらに，いしのまき農業協同組合（以下，JA）

や石巻農業改良普及センター（以下，普及セン

ター）との意見交換会において，地域内の水田

ほ場等の地力低下や堆肥センターの製品堆肥の

散布コスト等が地域農業の課題として挙げられ，

堆肥センターの製品堆肥の需要と供給のアンバ

ランスが生じている可能性も考えられた。 

 しかし，平成 21 年度以降，震災等の影響に

より堆肥センターの現状が十分に把握されてい

なかったこともあり，耕畜連携の取組を推進す

るため，堆肥センターの実態調査を再開し，現

状の諸課題を整理する必要があると考え，設置

者である市，指定管理者，普及センターと現場

確認や聞き取り調査を行った。 

 

5 管内堆肥センターの概要 

 管内には畜産が盛んな 4 つの地域に 1 ヵ所ず

つ堆肥センターが設置されており，現在，桃生

堆肥化処理センター（以下，桃生センター），北

上堆肥センター（以下，北上センター），かなん

有機センター（以下，かなんセンター），河北大

谷地堆肥センター（以下，河北センター）が稼

働している（図４）。なお，この他に河北大川堆

肥センターが稼働していたが，震災の影響で平

成 26 年に廃止している。 

 

図４：桃生堆肥化処理センター（左上），北上堆肥セン

ター（右上），かなん有機センター（左下），河北大谷地

堆肥センター（右下） 

 

 各堆肥センターの概要についてまとめた（図

５）。施設整備については，桃生センター，北上

センター，河北センターが家畜排せつ物法の施

行前に設置されており、法の施行に伴って整備

拡充したのは桃生センターとかなんセンターで

あった。指定管理者については，桃生センター，

北上センター，かなんセンターが当初は JA が

管理委託されていたが，現在は生産組合や民間

会社に変更されている。搬入量については，か

なんセンターと河北センターが当初の計画より

も少なく，約 3 割～4 割程度の達成状況であっ

た。生産量については，桃生センター，かなん

センター，河北センターで計画よりも少なく，

約 2 割～6 割程度の達成状況であった。また，

搬入しているセンターの利用農家数は管内全体

の農家数の約３割程度であった。 

 
図５：各堆肥センターの概要 
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6 各堆肥センターの運営状況と課題 

各堆肥センターの運営状況等について聞き取

りを行った。桃生センターについては，管理人

が２人体制でほぼ 365 日稼働している，施設園

芸での利用が多い，作物の甘みが向上する等の

効果が知られているステビアを袋詰め用に添加

して差別化を図っている，地域のイベントや新

聞などで PR していることが主な特徴であった。

課題は，機械や施設の大規模修繕である。 

北上センターについては，平成 30 年からバ

ラ売りをやめて袋売りのみに切りかえて消費者

のニーズに合わせた販売を行っている，イベン

トでサンプルを配る，新聞などによる PR をし

ていることが主な特徴であった。課題は，生産

コストの削減と小口の新規販売先の開拓，施設

の修繕である。 

かなんセンターについては，鶏糞の受け入れ

が大川地区（震災の影響等）から急増した，圃

場整備事業で年に 300t ほど堆肥が利用されて

いたが今年度で終了する，販売先の減少により

原料の受け入れを制限し始めていることが主な

特徴であった。課題は，販売量の拡大と大口の

新規販売先の確保である。 

河北センターについては，地域の水田や畑作

利用を前提として整備されたため，週に 1 度組

合員の中で当番制によるローダーでの切り返し

を行っている，受け入れも販売も構成組合員の

中で完結していることが主な特徴であった。課

題は，水田での利用促進，堆肥の品質向上，利

用農家の維持である。 

 

7 課題の整理と今後の取組 

堆肥センター全体では，供給先の確保や掘り

起こし，施設の老朽化や修繕費の増加，指定管

理料の中でのストックマネジメント（長寿命化）

の必要性が課題であり，加えて，製品堆肥と利

用農家のコーディネーター役が不足しているこ

とや，JA から生産組合などへ指定管理者が変

更したことが問題であると認識した。そして，

これらを JA，市，普及センターと情報共有し，

解決策の検討を行っている。 

今後は，地域内での製品堆肥の流通等ソフト

面の支援として，畜産農家等への地域内有機物

供給量調査を行い，堆肥センターの製品堆肥を

利用する実証ほの設置や施肥効果の検証等につ

いては，普及センターのプロジェクト課題と協

働して実施していく。また，堆肥センターの施

設や機械整備等ハード面の支援として，大規模

な修繕や機械の更新等の支援を各種事業の活用

によって行うことを検討していく。今後も堆肥

センターの運営支援を通して，耕畜連携の取組

を推進していきたい。 
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6 東北一の養豚密集地帯における CSF 防疫体制の整備 

東部家畜保健衛生所 

北 勇一朗，江頭宏之，國井洋，柴崎卓也 
 

１ はじめに 

管内登米市は東北一の養豚密集地帯であり，と

畜場と 7 つの有機センターを含む畜産関連施設が

集中することから，CSF まん延防止策の強化など

防疫体制の整備が急務であった。 

今回，畜産関連施設，現地対策本部及び養豚

場に対して CSF 発生時のまん延防止と防疫体制

の整備を推進したので，概要を報告する。 

 

２ 登米市の養豚関連施設概要 

管内には養豚場が 64 戸，飼養頭数は 6 万 2 千

頭で，とりわけ管内の登米市は 2015 年農林業セン

サスによれば豚飼養戸数が東北 1 位であり CSF 防

疫体制の整備が強く求められる地域である。さらに，

登米市にはと畜場と 7 つの有機センターが設置さ

れている（図１）。このため，登米市で CSF が発生し

た場合，交差汚染により感染拡大が進むことが想

定された。 

 

図１ 登米市内の畜産関連施設と養豚場 

 

３ 畜産関連施設に対する取組み 

１）市町村に対する取組み 

家畜伝染病発生時は地元自治体である登米市

と連携して防疫措置に取組む必要があることから，

伝染病対策打ち合わせ会議を実施した。会議では，

市内の豚飼養状況と他県での特定家畜伝染病の

発生状況について情報共有を行い，CSF 発生時

の対応について協議した。また，消毒ポイントや集

合施設について再確認すると供に，集合施設につ

いては現地確認を併せて実施した。さらに，登米

市が設置者となっている有機センターの管理方法

に関しても協議を実施した。 

2）有機センターに対する取組み 

登米市内にある 7 つの有機センターは設置者の

登米市・指定管理者の農協・利用者組合の三者で

運営されている。市内養豚場の 68％がいずれかの

有機センターを利用し，特に，A と F の 2 センター

は利用者数が多い状況となっている（図１）。このこ

とから，有機センターが CSF 発生時の交差汚染の

温床となりやすい状況にあった。しかしながら，管

内で特定家畜伝染病が発生した際の夜間休日に

おける利用者への連絡体制や，防疫措置完了前

後の堆肥搬入の可否や搬入方法に関して明確な

取決めが無かった。そこで，運営三者との協議を

重ね，有機センター利用マニュアルを改訂し，利

用者情報を改めて共有すると供に消毒の強化を実

施した。また，管内で CSF が発生した場合の連絡

体制を整備すると供に，一定の防疫措置完了まで

堆肥搬入を一旦停止し，搬入再開に係わる消毒の

実施，作業動線の整理，汚染物品の処理等と再開

後の各農場の搬入体制を整備した。なお，協議に

伴う変更点に関しては市から利用者組合を通して

利用者へ周知した。 

3）と畜場に対する取組み 

登米市内にあると畜場（豚年間処理数；約 23 万

頭）は，市内養豚場の 76％が利用し，運搬業者・

食肉流通業者・廃棄物処理業者など養豚関係業

者の出入りも多い。CSF が発生した場合，車両を

介した交差汚染による感染拡大のリスクが高い状
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況にあった。しかしながら，CSF 発生時における家

畜保健衛生所・食肉衛生検査所・と畜場毎の防疫

措置における役割分担や夜間休日における利用

者への連絡体制に関して一部未整備の部分があ

った。そこで，防疫体制整備を目的に特定家畜伝

染病防疫対応打合せ会議を計2回実施した。本会

議にはと畜場・食と暮らしの安全推進課・食肉衛生

検査所・畜産課・東部家畜保健衛生所が参加した。

本会議では，CSF 発生時の埋却地の確保，車両

動線，各役割分担や連絡体制について協議した。 

協議等を通し，と畜場南側の隣地を埋却地とし

て使用が可能であることを確認した（図 2）。また，

車両動線の整備を行い，交差汚染のリスク低減を

可能とした（図 2）。と畜場内での車両消毒は他県

での CSF や豚流行性下痢の発生を受け消毒強化

を実践していたが，当所でも定期的な立入り検査

を行い消毒状況が良好であることを確認した。 

さらに，CSF がと畜場内で発生した場合の役割

分担を整備した。食肉衛生検査所のと畜検査員は，

と畜場内での枝肉の精密検査及び消毒を担当し，

家畜保健衛生所職員は病性鑑定及び係留場内に

いる生豚の殺処分と処分後の消毒を担当すること

とした。また，CSF 発生時の家畜保健衛生所・食肉

衛生検査所・と畜場の連絡体制を整備し，利用農

家・運搬業者・食肉流通業者及び廃棄物処理業者

を含む関係先への連絡はと畜場が担当し，家畜保

健衛生所は入手した疫学関連情報を基に該当農

場での精密検査を担当することとした。 

以上の協議事項をとりまとめ特定家畜伝染病

（CSF）防疫対応マニュアル暫定版（令和元年１２

月１日）の作成に至った。 

 

４ 現地本部強化に対する取組み 

1）宮城県建設業協会との連携 

CSF が管内で発生した場合，該当畜殺処分後の

埋却作業は建設業協会の協力が必須となる。宮城

県建設業協会登米支部（以下，建設業協会登米

支部）から，CSF 初動対応において人材や機材の

確保に当たり各支部との連携が必須で，県建設業

協会全体での研修会が必要だという強い要望が寄

せられた。そこで，当所から畜産課へ研修会開催 

 

図 2 と畜場内における埋却地と車両導線 

 

を要請し，宮城県建設業協会，宮城県畜産協会，

宮城県農政部の三者共催での特定家畜伝染病防

疫対策研修会開催に繋げた。研修会では宮崎家

畜保健衛生所と宮崎県建設業協会から講師を招

き，計 180 名が参加した。 

2）管内の防疫演習・埋却演習 

管内では登米現地地域部，気仙沼現地地方支

部及び東部現地地方支部での机上演習と実働訓

練を実施し，建設業協会登米支部との共催で埋却

演習を実施し，計 375 人が参加した（図 3）。 

 

図 3 東部家畜保健衛生所管内で実施した防疫演

習と埋却演習 

 

（1）登米現地地域部防疫研修会 

登米現地地域部防疫研修会では，CSF を対象

疾病とし，机上演習及び実働訓練を実施した。机

上演習では，防疫体制や登米現地地域部の役割
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について研修し，特定家畜伝染病発生時の豚に

対する防疫措置の理解醸成を目的に宮崎県口蹄

疫の防疫措置をまとめた動画を上映し，計 80 名が

参加した。実働訓練では，CSF 発生から発生農場

における殺処分と埋却場への運搬まで一連の防

疫対応を想定し，登米合同庁舎内に現地地域部と

支援センターを配置し，駐車場を仮設テント，駐輪

場を発生農場，庁舎東側通路を消毒ポイント及び

埋却場に設定するなどの総合訓練を実施した。本

訓練において，発生農場の模擬豚舎は，駐輪場の

床面に石灰乳を塗布し，板で区分けし，防鳥ネット

を張り作成した（図 4）。また，県内で初めて大小二

種類の模擬豚を作成し，大きい模擬豚は豚のサイ

ズを参加者に実感してもらうため活用し，模擬豚舎

内に，小さい模擬豚を複数配置し，1 頭は台車に

乗せ逃げ回る豚を再現した（図 4）。これを作業員

が追い込み，最終的に獣医師が薬剤にて殺処分

する一連の訓練を実施した。殺処分後の豚はフレ

コンバックに詰め，埋却場まで車両運搬した。 

 

図 4 演習で使用した模擬豚舎と模擬豚 

 

（2）埋却演習 

 埋却演習は，建設業協会登米支部，宮城県畜産

協会及び登米地域事務所の共催で実施した。演

習場所は，建設業協会登米支部が登米市東和町

に確保した。昨年までは鶏を対象とした埋却演習

を実施していたが，CSF の感染拡大に対応するた

めに建設業協会登米支部各事業者への豚埋却に

対する理解醸成が必要であった。本訓練では，作

業従事者が防護服を着用して重機操作を経験す

ることが必要であり，本訓練を実施し，119 名が参

加した。訓練では建設業協会関係者を含む作業

員が防護服の着脱訓練を行った。埋却溝への石

灰散布とブルーシート装着，該当家畜の埋却を行

い，最後に各事業者が掘削演習を実施した。埋却

作業については，建設業協会登米支部からの要

望があり，模擬豚そのものをつり上げる想定とフレ

コンバックに詰め込んで埋却溝へ投入する 2 パタ

ーンを実施した（図 5）。 

3）防疫演習・埋却演習のアンケート結果 

 演習に対するアンケートでは，机上演習に対する

理解度が高い結果となった。要望事項や感想とし

て，登米現地地域部机上演習では口蹄疫防疫措

置をまとめた動画が好評であった。登米現地地域

部実働訓練に関しては全体的な初動対応の流れ

が理解できたなど，概ね好評であった。埋却演習

に関しては官民共同演習や豚の埋却に対する理

解など高評価が寄せられた。また，防護服着用で

の重機操作が困難であったことや着脱に慣れが必

要といった，事業者個人の課題があげられた。模

擬豚を用いた演習も好評で，本演習が CSF 発生

時の初動対応強化に繋がったと考えられる。 

図 5 埋却溝への模擬豚の投入風景 

 

５ 養豚場に対する取組み 

 登米市内の養豚場 49 戸に対して，令和元年 9

月 24 日から同年 12月 17 日にかけて延べ人数 152

人を投入し，全戸立入り調査を実施した。本調査

では，飼養衛生管理基準に基づき，衛生管理区域

の設定や消毒方法，野生動物対策等に関して徹
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底指導を改めて実施した。併せて，生産者に対し

て異常豚の早期発見と家畜保健衛生所への早期

届出を指導した。さらに，CSFに対する予防的措置

としてイノシシ侵入防除のための防護柵設置を

ASF 侵入防止支援事業を活用し推進した。本年度

の支援事業に登米市からは 11 農場が申請し，年

度末完成予定で柵設置が進められている。 

 

６ まとめ  

管内には養豚場 64 戸があり，飼養頭数は 6 万 2

千頭で，とりわけ登米市は東北一の養豚密集地帯

であり，と畜場と 7 つの有機センターを含む畜産関

連施設が集中し交差汚染による感染拡大のリスク

が高い地域であることから防疫体制の整備が急務

であった。そこで，防疫体制の整備に向けて当所

では畜産関連施設対策，現地本部強化及び養豚

場対策を実施した。 

関連施設対策として有機センターやと畜場との

協議を重ね連絡体制の整備や消毒状況を確認し，

有機センターでは利用マニュアルを改訂し，と畜場

では特定家畜伝染病（CSF）防疫対応マニュアル

暫定版の作成に至った。これら関連施設対策によ

り，管内での CSF 発生時における交差汚染のリス

ク低減に繋げた。 

また，現地本部強化の取組みとして，宮城県建

設業協会，宮城県畜産協会，宮城県農政部の三

者共催での特定家畜伝染病防疫対策研修会開催

に繋げ，建設業協会との連携を強化した。登米現

地地域部で実施した防疫演習と埋却演習では模

擬豚を使用し，CSF 発生を想定した総合訓練を実

施し，初動対応を強化することができた。 

さらに，養豚場対策として全戸立入り調査を実

施し飼養衛生管理基準の徹底に関して再指導を

行うと供に ASF 侵入防止支援事業を活用して柵設

置を推進させ，CSF 侵入防止に努めている。 

これらの取組みにより CSF 発生時のまん延防止

と体制整備を推進させた。 
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7 HPAI 発生を想定した現地地方支部としての実践的な初動防疫演習の取組み 

北部家畜保健衛生所  

大関貴大，塩原綾早，鹿沼憲一，中村健太郎， 

矢田絢子，竹田百合子，髙橋幸治，建入茂樹  
 

1 はじめに 

当所がある大崎地域は，採卵鶏及び肉用鶏あ

わせて395万羽を飼養しており，特に採卵鶏では，

約 250 万羽を飼養する大型農場が存在している。

また，白鳥やガン類の有数な越冬地でもあり，鳥イ

ンフルエンザの感染リスクが高く，平成 29 年 3 月に

は，栗原市の採卵農場において県内初の高病原

性鳥インフルエンザ（以下，HPAI）の発生があり，

防疫措置が行われた。 

  HPAI発生時，疑似患畜決定後，従事者が集合

し，殺処分が開始される。殺処分は原則 24 時間以

内に終了しなければならず，円滑な殺処分作業を

行うには，迅速な初動対応を行う必要があることか

ら，当所では，以前から HPAI 発生を想定した防疫

演習を家保と地方振興事務所など各公所が現地

地方支部として一体となり継続的に実施してきた１～

2）。しかし，近年の防疫演習では，チーム間での情

報連絡体制が不十分なこと等役割の理解不足が

課題となっていた。また，令和元年度（以下，R１年

度）は県職員の異動により，各班のチームリーダー

の大幅な入れ替りがあったことで各班の円滑な運

営に不安があった。 

このことから，今年度は，初動の重要性とこれま

での課題を踏まえ，集合施設や農場仮設テントの

設営から従事者受入れまでの初動行動に重点を

おいた。また，各班の自律的な対応，運営を目的

に特定家畜伝染病として，HPAI についての防疫

演習を行ったのでその概要について報告する。 

 

２ 防疫演習に向けた取組み 

各自の理解向上を図るため，防疫演習に先駆け，

以下の取組み（図 1）を行った。 

 

 

図１．R１年度防疫演習に向けた取組み 

 

（１）リーダー会議 

リーダー会議は，チームリーダー・サブリーダー

を対象に 4 月 18 日に開催した（参加者 9 班 17 人）。

特定家畜伝染病の発生状況や防疫措置，北部現

地地方支部組織体制などのリーダーに必要な業

務を確認した。 

 

（２）サポート班事前研修 

サポート班に従事する職員から業務内容の理解

を深めたいとの要望に対応し，サポート班事前研

修を 9 月 12 日に開催した。サポート班を担当する

農業振興部20人中18人が参加し，防護服脱着演

習では，保健福祉事務所の保健師の協力のもと，

従事者の感染防御の考えに基づき実演し，その後

サポート班が自ら，着脱を行った。また，基本的な

集合施設および農場仮設テントのレイアウトを参考

に，合庁の会議室内にそれらを模擬的に設営した。

設営はサポート班主体で実施し，資材配置と，交

差汚染を防ぐために，衛生度に応じた清浄区域や

準清浄区域，汚染区域といったエリアの区分け（以

下，ゾーニング）を行った。 

 

（３）防疫演習に係る事前研修 
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特定家畜伝染病についての基礎知識や演習当

日の各班の具体的な業務内容を確認するため，特

定家畜伝染病防疫演習前の事前研修を 9 月 26 日

に行った（参加者 5 班 34 人）。 

 

３ 防疫演習 

防疫演習は，R1 年 10 月 9 日に，大崎合同庁舎

（以下，合庁）と，集合施設として HPAI 発生時使用

を想定している市体育館で実施した。発生農場は，

5 万羽規模の養鶏場を想定し，実際の初動におけ

る動員予定人数 230 人中，北部地方振興事務所

の職員 65 人が参加した。 

 

（１）連絡調整会議 

連絡調整会議は合庁を会場とし，簡易検査陽性

後の連絡を受けた地方振興部が各班に初動準備

の要請を行ったと仮定し，開催した。現地総務班

調整チームと現地本部長となる北部地方振興事務

所長をはじめ，各公所の所長等 11 人が参加した。

会議は，調整チームの進行のもと家保所長からの

発生状況報告，動員名簿（表１）の作成などの疑似

患畜決定までの手順を確認した。 

 

表１．動員名簿（本演習に係る部分を抜粋） 

 

 

（２）集合施設設営 

 市体育館を会場とし，現地総務班集合施設チー

ム，サポート班集合施設チーム，健康対策班防疫

従事者健康調査チームが参加した。サポート班主

体で従事者受入れ時に必要な防護服やキャップ，

ゴーグル等資材を搬入配置し，従事前および従事

後の従事者の動線を考えた一方向のレイアウトで，

迅速に設営した（図２）。 

 

図２．集合施設のレイアウト 

 

（３）農場仮設テント設営 

 農場仮設テントは，集合施設設営作業と平行し

て，市体育館駐車場に設置された模擬農場前に

設営した。サポート班農場仮設テントチーム主体で

交差汚染を防ぐために，清浄区域と準清浄区域の

区分けといったゾーニングを考慮した設営を行った

（図３）。集合施設同様に，サポート班主体の迅速

な設営が出来た一方，テント設置の際，強風で屋

根が張れないといったアクシデントがあり，悪天候

時の設営が課題となった。 

 

図３．農場仮設テントのレイアウト 

 

（４）従事者受付（集合施設および農場仮設テント）

から帰還時受付までの訓練 

 殺処分チーム（以下，従事者）はレイアウト（図２）

のように矢印で表された動線に従い，受付後，健

康対策班による血圧や体温測定など従事前診察
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を受け，サポート班集合施設チームから資材を受

取り，防護服の着衣補助してもらい，農場へ向かう

前の作業説明を受けた。その後，農場仮設テント

に移動し，サポート班農場仮設テントチームによる

外側の防護服等装着補助をしてもらい，装着後，

模擬鶏舎へ移動し，農場サブリーダーである家保

職員の指示のもと，模擬鶏を補鳥し，ペールボック

スに投入，炭酸ガスによる殺処分，その後のフレコ

ンバッグに投入する一連の作業を行った。殺処分

終了後は，農場仮設テントに戻った従事者は，サ

ポート班農場仮設テントチームによる全身消毒を

受け，脱衣補助や手洗いうがい等の指示を受けた。

本演習では，特に交差汚染に注意しながら，この

工程を２チームが２回繰り返し，併せてリーダーの

引き継ぎ訓練も行った。作業従事後の集合施設へ

の帰還訓練では，従事後受付，防護服を脱衣補

助をサポート班集合施設チームが行い，その後，

健康対策班が血圧測定など健康調査に加え，抗イ

ンフルエンザ予防薬の投与に係る説明を実施した。

その後，従事者は集合施設の動線に従い集合施

設から出たところで，一連の訓練を終えた。 

 

４ 消毒ポイントの設営 

 消毒ポイントは，集合施設および農場仮設テント

の設営に平行して，市体育館の駐車場を利用し設

営した。移動規制班消毒ポイントチームは，誘導路

を作製，看板，テントを設置後，公用車を演習車両

として消毒，証明書の発行を行い，消毒ポイントに

おける作業の確認を行った。また，実際に使用を

想定している消毒ポイント 1 カ所の現地確認を行っ

た。 

 

５ 演習のアンケート結果 

 アンケートでは，回答者 28 人全員が今回の演習

を理解と回答した（回答人数は，所としての意見を

含む）（図４）。その他として，農場仮設テント屋根

の設置が出来なかったため，強風時の対策が必要

ではないか，という意見が散見されたほか，集合施

設の動線について動線交差や配置入替えといっ

た動線改善に対する意見が出された。 

 

    

 

図４．演習後アンケート 

 

６ まとめ  

R1 年度防疫演習前の事前研修などの取組みと，

実際の集合施設・動員予定者による演習を行った。

演習後アンケートでは回答者全員から理解との回

答を得たことから，初動における各班の役割への

理解が向上，特に集合施設および農場仮設テント

に配置され，重要な役割を果たすサポート班の体

制強化に成功を図ることができた。また，参加者か

ら動線についての意見が出るなど動員予定者の意

識の向上が見られ，自律的なチーム運営を行える

と思われた。 

しかし，課題として，国内で HPAI 発生が見られ

る冬期を想定した，風雪などの悪天候時の設営へ

の対応が挙げられた。プレハブ利用や現在，空き

建物の有無を農場巡回時に調べ，防疫計画への

反映を行っている。また，本演習では，実際の集合

施設を使用したことで従事前従事者が集合施設を

出る際と従事後従事者が帰宅する際の動線交差

箇所が明らかとなった。対応として，従事者の出発

と帰還のタイミングを調整することとしたが，実際の

施設での演習の利点と思われた。 

実際のHPAI発生時は，集合施設や農場仮設テ

ントにて，家保職員を除いた県職員が従事者受入

れ等の初動対応を行わなければならない。初動対

応は，HPAI のみならずＣＳＦ等の他の特定家畜伝

染病にも共通するため，今回の初動に重点をおい

た演習は有効であると思われた。今後も動員予定

者の一定レベルの意識を保持するため，今後も現

（46％） 

（54％） 
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地地方支部として各公所が一体となった防疫演習

を継続していく。 
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8 管内と畜場における防疫体制強化への取組み 

仙台家畜保健衛生所 

柴田千尋，加藤伸悦，山﨑保奈美，小寺文 
 

１ はじめに 

当所管内には，政令指定都市である仙台市が

所管する中央卸売食肉市場（以下，と畜場）が

ある。本場は，昭和 50 年に開場した東北・北

海道唯一の食肉卸売市場で，県内外から牛や豚

が出荷されている。また，設置場所は市街地で

あり，周辺には商業倉庫や工場，住宅街が広が

っている。 

平成 25 年秋，豚流行性下痢（PED）の全国

的な流行に伴い，当家保では，本と畜場に対し，

交差汚染防止対策を指導するとともに，「豚流行

性下痢防疫マニュアル」（平成 26 年 10 月 24 日

農林水産省）に基づき，定期的な消毒確認を行

ってきた。 

平成 30 年夏以降は，アフリカ豚熱（ASF）

や豚熱（CSF）の発生に備え，と畜場における

特定家畜伝染病発生対応マニュアルの策定等，

防疫体制の強化に取り組んできたので，これら

の概要を報告する。 

 

２ と畜場における交差汚染防止対策等の取組

み 

 図１は平成 25 年に家保が立入した時点の場

内見取り図である。解体棟は 2 階建てで，1 階

は豚，2 階は牛の係留所となっていた。家畜運

搬車は，東生体門から入場し，それぞれの係留

所に搬入後，敷料置き場で敷料をおろし，洗車

場で洗車・消毒後，同じく東生体門から退場す

る車両動線となっていた。 

本と畜場で対策を行うに当たり，入退場時の

車両消毒及び敷料置き場の敷料保管に課題があ

ったので，交差汚染防止対策の改善に向け，以

下の取組みを実施した。 

 

 

 

 

① 入退場時の車両消毒 

立入当初，本と畜場の入退場門には車両消毒

設備が設置されていなかった。洗車場の一角に

はステンダーアーチ式の車両消毒設備が設置さ

れているものの，車両動線上にないため，利用

率は低い状況であった。 

平成 25 年の PED 流行以降，と畜場では入退

場門での車両消毒として，麻袋を利用した簡易

のマット消毒を開始した。平成 26 年 4月以降，

東北各地で発生が認められたため，急遽家保か

ら動力噴霧機を貸し出し，と畜場職員が常駐し

て入退場門での車両消毒を行い，防疫体制を強

化した。その一方で，家保は入退場門への車両

消毒設備の設置を継続的に指導した。 

その後，施設の老朽化に伴い，平成 28 年に

小動物解体棟が敷地内に新築移設されたため，
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と畜場内の車両動線は変更され，豚の搬入口は

西門，牛の搬入口は東生体門，一般車両及び製

品の搬出は南側の正門へと分離された。併せて，

西門・東生体門へは車両下部へ消毒液が噴霧さ

れる自動消毒装置が設置され，課題であった入

退場時の車両消毒が改善された（図 2）。 

なお，小動物解体棟エリアには洗車場がない

ため，豚運搬車は積み降ろし後，西門から場外

に出て，再び東生体門から入場し，洗車場を利

用している。 

② 敷料置き場の交差汚染防止対策 

本場では，牛と豚の搬入者が同じ敷料置き場

及び洗車場を利用している。搬入者は車両に積

載された敷料を，敷料置き場に設置されている

大型容器に投入するが，容器に入りきらなかっ

た敷料で周囲が汚染されるなどの問題があった。

そこで，容器へのふた設置による飛散防止と，

周囲の定期的な清掃消毒で対応するように指導

を行った。しかしながら，現状においてもふた

設置の不徹底や周囲への敷料の飛散が散見され

るため，利用者への周知などと併せて今後も改

善に向けた取組を継続していくこととしている。 

③情報共有及び搬入者への啓蒙 

平成 30 年 8 月以降，中国で発生が確認され

た ASF は周辺アジア地域へと拡大し，また，

国内においては同年 9 月以降，中部地方を中心

とした養豚場及び野生イノシシでの CSF 発生

が相次いだ。 

と畜場へは１～2 ヶ月に 1 度，定期的な立入

を行っていく中，これらの情報を提供しながら

危機意識を共有し，万が一と畜場で発生した場

合の早期通報などを確認した。さらに，家保で

作成した搬入者向けの車両消毒リーフレットを

配布，と畜場ＨＰ上における消毒体制の案内を

掲示など，防疫体制の強化を図った。 

 

３ と畜場における CSF 疑い事例 

と畜場における防疫体制強化を進めている中，

令和元年 5 月に仙台市食肉衛生検査所から，当

日に 61 頭の搬入があった県内の一農場の出荷

豚において，解体検査中の 2 頭に強い全身性の

出血病変を確認したため，CSF の可能性も想定

してと畜を一時停止したと家保へ連絡があった。 

生体検査の段階では特に異常が認められてい

ないとのことであったが，当該豚の画像を送信

するよう依頼したところ，特に 1 頭は全体が赤

黒く，顕著な出血病変を呈していた。写真のみ

では CSF や，出血病変が顕著である ASF の否

定ができなかったため，県庁畜産課と協議の上，

当家保によると畜場への立入検査に加えて，管

轄家保による出荷元農場への立入検査を実施し，

CSF や ASF の特定症状の有無を確認すること

とした。 

① と畜場立ち入り検査 

図３は当該豚の内臓写真である。各種臓器の

充うっ血は顕著であったものの，特定症状とさ

れる腎臓や脾臓の点状出血や腫大等は認められ

なかった。さらに，未と畜であった当該農場の

1 頭について体温測定及び血液検査を実施した

ところ，体温は 38.8℃，白血球数は 29,200/ul

であり，異常は認めず，特定症状なしと判断し

た。 

 

 

② 当該出荷農場への立ち入り検査 

管轄家保による当該農場への立ち入り検査に

おいては，出荷豚と同一豚舎で飼養されていた

肥育豚 10 頭について，体温測定及び血液検査

を実施した。体温は 39.2～41℃で，41℃を示し

た個体が 1 頭いたものの，白血球数は 13,400

～38,600/ul で異常は認めず，特定症状なしと

判断した。 

以上のことから CSF 及び ASF を否定し，停

止していたと畜を再開した。 
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今回，このような事例を経験したことで，と

畜場での特定症状確認方法，関係者間での確実

な連絡体制，と畜済みの枝肉の区分管理，場内

の消毒や人・物・車両などの動線を明確にした，

実効性のある体制整備が必要となった。 

 

４ と畜場における特定家畜伝染病防疫体制整

備 

① 関係機関の連携とマニュアルの整備 

と畜場における特定家畜伝染病防疫体制等に

係る協議を行うため,県畜産課を座長とし，家保,

市食肉衛生検査所，市関係部局,市場管理会社を

メンバーとした定例会を発足した。定例会では，

まず，一体的な発生時対応マニュアル策定に向

け，県と市関係部局を中心に作業を進めた。マ

ニュアルの作成に当たっては，既存の「仙台市

と畜場炭疽対応マニュアル」や「食肉処理施設

における口蹄疫等伝染病対応基本マニュアル」

等を参考とし，市及び県の連絡体制，食肉衛生

検査所での検査体制や市場内での防疫措置の進

め方について定めた。 

定例会を重ね，場内でのそれぞれの役割を確

認しながら取りまとめていき，12 月には「仙台

市と畜場における特定家畜伝染病防疫マニュア

ル」を策定した。 

 

 
 

② 豚の保定採血研修 

一連の打ち合わせを行っていく中，と畜場で

は，健康畜の採血をする機会がほとんどなく，

若手職員は特に豚の採血に不慣れであるとの相

談を受けた。そこで，検査体制の強化を目的と

し，市と畜検査員を対象とした豚の保定採血研

修会を開催した。実習は，管内の農場に協力を

要請し，農場で行った。開催要領には飼養衛生

管理基準など農場バイオセキュリティに関する

注意事項を盛り込み，事前に周知した。 

当日は家保に集合した上で，農場訪問前に家

畜の取り扱いや豚の採血方法について資料を用

いた講義を実施した後，農場へ移動し，保定・

採血実習をした。農場では研修生が採血も保定

も両方確実にできるように，マンツーマンで指

導し，実習の様子は，と畜検査員が戻ってから

復命研修できるようにビデオや写真に記録した。 

研修を終えて，市と畜検査員からは保定・採

血に自信が持てた，実際の農場を見ることがで

きて参考になった，など本研修が有意義であっ

たとの意見を得ることができ，今後も継続的に

実施していきたい。 

 

 

５ まとめ 

定期的な立入りで，と畜場での交差汚染防止

対策を継続指導した結果，課題のあった入退場

時の車両消毒が改善された。H30 年夏以降，

CSF や ASF の発生が相次ぐ中，5 月に当該と

畜場で疑い事例が発生した。本事例から，と畜

場における実効性のある体制整備を行い，県，

市及び市場管理会社による一体的な防疫マニュ

アルを策定した。 

現在は，家畜伝染病発生時は場内での埋却処

理を想定しているが，本場が市街地にあること

から，移動式レンダリング装置の活用も含め，

汚染物品の処理方法についての情報収集を進め

る等，関係機関と連携し，マニュアルの精度向

上につなげていく。また，場内の交差汚染防止

対策や防疫体制の強化に向けて取り組みを継続

していくこととしている。 
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9 県内の野生いのししを対象とした CSF 検査体制の構築について 

仙台家畜保健衛生所 

山﨑保奈美，柴田千尋，加藤伸悦，松尾賢吾， 

板橋知子，石橋拓英，髙橋幸治＊，小寺文  

（＊北部家畜保健衛生所）  

 

１ はじめに 

平成 30 年 9 月，岐阜県において，国内で 26

年ぶりとなる CSF の発生が確認された。その後，

発生農場から半径10kmの範囲内でCSF陽性の死

亡いのししが相次いで確認されたことから，野

生いのししの間に CSF が浸潤しているおそれが

あるとして，平成 30 年 9月 14 日，死亡野生い

のししの感染確認検査実施について農林水産省

から緊急に通知が発出された。 

このため，本県では，各関係部署及び市町村

と連携しながら，死亡野生いのしし CSF 検査体

制を構築したので，その概要を報告する。 

 

２ 死亡野生いのしし CSF 検査体制の構築と検

査実施状況 

1）実施要領の策定 

 農林水産省からの死亡野生いのししの感染確

認検査実施についての通知を受け，緊急的に本

県畜産課は平成 30年 9月 19 日に死亡野生いの

ししの感染確認検査実施要領を策定した。 

 県内の野生いのししにおける本病の浸潤状況

が全くの不明であることから，検査対象は交通

事故が要因と推定される個体も含む，県内の死

亡野生いのししとした。また，検体採材は，養

豚農場への立入の機会が少ない当所病性鑑定班

が発見現場にて実施することとし，迅速な検体

採材及び検査のために，県各部所（農業振興部・

林業振興部）へ協力を要請することとした。 

本要領において,病性鑑定班・農業振興部もし

くは林業振興部・市町村の 3者からなる現地対

応者は,採材後に現場の消毒作業を実施し,検体

の搬入及び検査を病性鑑定班が行い，死体処理

は市町村が焼埋却により実施することとした。

また，各家保及び畜産振興部は，死亡いのしし

発見の通報窓口として情報収集及び関係者間の

連絡調整を行うこととした（図 1）。 

 

 

2）体制整備における当所の役割 

 要領に基づき，防疫班では，市町村に対して

緊急防疫会議を開催し，本検査について理解と

協力を求めた。また，正確な情報の伝達及び疫

学調査のため，通報聴き取り票及び採材対応票

を作成した。 

通報を受けた際には，通報者から発見場所等

の情報を聴取，市町村へ採材後予定される死体

の処理方法を確認し，記録した。その後，現地

対応を行う 3者の連絡調整を行い，採材から検

査結果及び死体の最終処理までの対応を時系列

で記録した。さらに，発見地点を防疫マップに

登録し，半径 10km 範囲の豚の飼養状況を確認し

て，陽性時に備えた。  

病性鑑定班では，特に，天候や地形等様々な

状況が想定される野外での採材，従事者及び採

材場所の汚染防止，即時検査を実施するための
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受入れ体制の整備等を考慮し，現地対応及び

CSF 検査体制を構築した。 

採材資材や現地対応者の装備については，現

地採材を行うことを前提に，飛散・汚染リスク

の低減を考慮して調整を行い，準備物のリスト

化や死亡いのしし検体採材セット（図 2）を準

備して，通報受理からの迅速かつ的確な対応に

備えた。 

 

 

3）死亡野生いのしし CSF 検査実施状況 

 本検査を開始した平成30年 9月 19日から 10

月 18 日までの期間に，県全域で発見され，検査

を実施した死亡いのししは，私有地発見 2事例

及び道路上発見 10 事例の計 12事例で，陰性を

確認した。交通事故が要因と推定される事例が

ほとんどであったこと，これまでの対応の中で，

市町村によっては道路上の死亡獣処理を業者へ

委託しており，検体採材まで死体を一時保管す

ることが困難であり，安全な通行の妨げになる

懸念があったことから，体制の見直しを行った。 

①県実施要領の改正 

 体制の見直しにより，平成 30年 10 月 18 日に

県実施要領を改正した。 

 交通事故による要因で死亡したと推察される

いのししについては検査対象から除外した。 

 また，これまでは，県全域において病性鑑定

班による通報後の迅速な採材と検査を実施して

いたが，検査した全事例陰性であること及び全

豚飼養農家で異常のないことが確認できたこと

から，県内侵入の可能性は低いと判断し，発見

場所の地域を管轄とする各家保防疫班での採材

及び原則週 2 回の検査実施に変更した。 

②採材手技マニュアルの作成 

採材を各家保防疫班の採材に変更することか 

ら，病性鑑定班では，これまでの 12事例の採材

経験を活かした実用的な採材手技マニュアル

（図 3）を作成した。 

 本マニュアルの作成にあたっては，特に，採

材現場の汚染・飛散リスクの低減を重視した。

また，対応する人員も限られてくることが想定

されるため，採材実施者が 1名でも迅速かつ確

実に実施可能な手技とし，省力化を図った。本

マニュアルでは，いのししが保管袋等に入った

状態で採材を実施し，扁桃以外の採材臓器へは，

握り拳 1個分程度の最小限の切開範囲で，周囲

への飛散や汚染を防止するとともに，効率の良

いアプローチが可能である。さらに，いのしし

の採材に不慣れな職員でも，採材をしながら順

を追って手技を確認できるよう，要点を明確に

作成した。 

 病性鑑定班では，本マニュアルを消毒ができ

るようにラミネート加工し，各家保へ提供する

とともに，各家保初回の採材時には同行し，手

技伝達をすることとした。 

③本検査における市町村の協力事例 

野生いのししの検査は，これまで前例がなく，

緊急に体制を構築してきたため，本検査開始か

ら現在まで，市町村の畜産担当者の協力が不可

欠であった。 

例えば，死亡いのししは人目につきにくい物

陰や付近に目印のない場所で発見される場合が

あり，現地対応者が迷うことがある。このため，

市町村が，自ら先に現地の状況確認に赴き，発

見地点や当該いのししの写真，地図等を準備す

る等の対応をとった。また，市町村で回収した

死体については市町村が保管場所を設置し，野

生動物との接触を防止する等の工夫がされた。

このように，防疫班では市町村と事例ごとに協

議を重ね，協力関係を築きながら，発見現場の

汚染リスク低減や迅速な現場対応へと向上させ

てきた。 

要領改正後から令和 2 年 2 月 5 日まで，計 9

事例の検査を実施し，本検査開始から計 21 事例

すべての陰性を確認している。 
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３ 捕獲いのしし CSF 検査体制 

国内の CSF の発生は拡大しており，令和元年

10 月には埼玉県の養豚農場で発生が確認され，

野生いのししでの感染も確認されている状況で

ある。 

本県では，古くは県内全域にいのししが生息

していたとみられているが，明治期に西洋から

導入した豚による CSF のまん延によりいのしし

は死滅し，長らく生息の空白域とされていた 1)。

明治 53 年の調査ではその生息域は丸森町を中

心とする本県南部が北限とされていたが，過去

10 年間にわたって，生息数は急増しており，そ

の生息域及び農業被害地域は仙台市を中心とす

る県央部まで拡大し，農作物に深刻な打撃を与

えるようになった 1)。平成 30年度宮城県ニホン

ジカ・イノシシ生息状況等調査の結果では，現

在の県内の野生いのしし生息数は，42,000 頭を

超えると推定されている。  

このような状況の中，県全体での駆除及び酒量

を含む捕獲数は平成 28年には，8,000 頭を超え

ている（図 4）2)。 

 

 

そこで本県では,感染いのししの県内への侵

入を監視強化するため，特に生息数が多く,発生

地域に最も近い,県南部の大河原地域で捕獲さ

れたいのししを対象に,捕獲いのしし CSF 検査

を開始することとした。 

 野生いのししの捕獲のために県が委嘱してい

る鳥獣被害対策専門指導員 6 名に,捕獲したい

のししの採血による採材を依頼し,病性鑑定班

が,令和2年1月からの検査実施に向けた体制の

整備を行った(図 5)。 

病性鑑定班では,採材者向けに写真やイラス

トを用いて詳細に手順を示したマニュアルを作

成し,説明を実施した。本検査において,当該専

門指導員が腋窩から採血を行い,採材資材及び

梱包資材の消毒を行ったうえで冷凍にて検体を

保管し,病性鑑定班への搬入は担当家保が実施

することとした。また,月 2 回の検体受入れに対

応し,CSF 及び ASF について,遺伝子検査を実施

することとした。令和 2年 2月 14 日現在，5頭

の検査を実施し，全頭の陰性を確認している。 
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４ まとめ 

 迅速な検査実施のために,県各公所及び市町

村と連携した検査体制の整備を実施した。その

中で,市町村に対する緊急防疫会議の開催や事

例ごとの協議の積み重ねによって，本検査の重

要性についての理解や協力を得られたことで,

迅速な検査の実施及び向上へと繋ぐことができ

た。また,本県では状況に応じて検査体制の見直

しを行ったが,これに伴い,各防疫班での採材に

対応した採材マニュアルを作成した。これによ

り,飛散・汚染リスクを低減させ,職員の省力か

つ的確な採材を進めることができた。さらに,

県南部における捕獲いのししの検査にあたって,

指導員向け採血マニュアル作成や検査受入れ体

制の整備を行った。 

 このような取組みの中で,本県での野生いの

しし生息数の動向や本病まん延のリスクを一層

強く認識した。今後も引き続き,野生いのししの

監視体制を維持していくとともに,本取組みを

管内農家への飼養衛生管理指導へ活かしていき

たい。 

 

５ 参考文献 

1）宮城県：第二期宮城県イノシシ管理計画. 3

（2013）.  

2）宮城県環境生活部自然保護課：平成 29年度

イノシシに関する各種データ. 2-8（2018）.  
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10 家畜衛生技術セミナーによる若手職員育成の取組み 

仙台家畜保健衛生所 

松尾賢吾，佐久間晶子，石橋拓英 
 

1 はじめに 

宮城県では，「みやぎ人財育成基本方針」に則

り職員の育成が計画されており，新任職員研修，

主査級研修及び主任主査級研修などの階層別研

修や，複数ある研修の中から自分で選択し受講

する選択制研修等が職種を問わず実施されてい

る。加えて，農政部畜産課において，畜産関係

職員の育成のため「畜産関係職員研修の基本計

画」に則った研修が実施されている（図１）。畜

産関係職員研修では，新任期研修として，主に

入庁１年目の職員に畜産行政の仕組みなど基礎

的な内容を習得するための新規採用職員研修及

び概ね入庁３年以内の職員に畜産関連の基礎的

技術・最新情報などの知識を習得させる新任期

職員研修を実施している。また，選択研修とし

て独立行政法人家畜改良センター中央畜産研修

施設で実施される各種の中央畜産技術研修会へ

の参加や，家畜衛生関連研修として家畜衛生関

連業務に必要な知識・技術を習得するための研

修を開催するとともに，国・関係機関が開催す

る研修会・講習会などへの職員の参加を推進し

ている。この家畜衛生関連研修は，農林水産省

主催の家畜衛生講習会，県畜産課主催の家畜衛

生研修会及び仙台家畜保健衛生所（家保）主催

の家畜衛生技術セミナー（以下「セミナー」と

いう）に分けられる。 

セミナーでは家保の業務で必要となる各種知

識・技術についての内容を中心に研修を開催し

ている。セミナーは，かつて勤務時間外に開催

していた家保職員の自主的な勉強会である「土

曜会」が起源であり，昭和 56 年に正式な研修

として発足し，現在まで 39 年間継続して開催

されている。セミナーは若手家保職員の実務的

な知識・技術の習得を目的としており，参加者

は家保職員を中心に，内容により畜産試験場や

食肉衛生検査所の職員も参加を呼びかけている。

セミナーの企画・運営は仙台家保の病性鑑定班

の職員が担当し，毎年 5 回程度開催している。 

 

 

2 セミナーの講義・実習内容 

セミナーでの講義・研修内容は，基礎的な知

識の習得として，「県内の病性鑑定件数の推移と

疾病の流行」，「ヨーネ病，PED 及び牛白血病な

どの対策」，「疾病が発生した農場において何を

聞き取り，何を採材するかといった病性鑑定の

一般的な留意点」，「高病原性鳥インフルエンザ

（HPAI），CSF，口蹄疫及び炭疽など特に重要

な家畜伝染病の知識と発生時の対応」，「種畜・

種鶏検査の採材検査法」，「死亡牛の処理と BSE

検査」などについて講義を実施している（写真

１）。また，基礎的な技術の習得として，県畜産

試験場に協力を得ての牛の保定・採血の実習や

鶏の保定・採血及び解剖の実習などを実施して

いる。さらに，家保で実施する検査手技の習得

のため，寄生虫検査法，ニューカッスル病ウイ

ルス（NDV）の HI 検査法，一般細菌検査法，

血液塗抹標本の作製法及び ELISA 検査の注意

点などについての実習も実施している（写真２）。

加えて，家畜伝染病の発生に備えた実習として，

口蹄疫の写真の撮影方法，HPAI や口蹄疫の簡
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易キットの使用法及び炭疽検査の実習なども実

施しており，セミナー全体で幅広い内容の講

義・実習を実施している。講義・実習の他にも，

セミナーの中で事例検討会を開催し，各家保で

発生した事例を発表することで他の家保職員と

経験を共有しつつ課題の解決方法を検討する場

を設けることや，外部の講師に講演を依頼し，

最新の知見を勉強する機会を設けること，畜産

関連施設を訪問して視察する機会なども設けて

いる。 

 
写真１ 講義風景 

 

 
写真２ 実習風景 

 

3 セミナーの有用性 

セミナーに参加した若手職員を対象として平

成３０年度末にアンケートを実施した結果，8

割以上が仕事に役に立った，今後も続けた方が

良いと回答しており，セミナーの有用性が確認

された。また，セミナーの開催により，若手職

員の実務的な知識・技術の習得できることに加

え，若手職員が定期的に集合することにより，

普段はそれぞれ別の家保に務める若手職員同士

や，若手職員と病性鑑定班の職員との間での情

報交換や交流が生まれることや，研修の講師を

務める病性鑑定班の職員のプレゼンテーション

やタイムマネジメント，コミュニケーションな

どの資質の向上といった相乗効果も得られてい

る。 

 

4 平成 31 年度（令和元年度）の取組み 

毎年度セミナーの開催内容を計画するにあた

っては，様々な研修内容から，①採血技術や各

種検査法などの例年行う基本的な内容，②新た

な疾病の流行や防疫指針の改正によって発生す

る家畜衛生業務の変化及び③参加者へのアンケ

ートで得られる若手職員の要望，の３つの観点

を考慮しながら，内容を柔軟に設定している。 

平成 30 年度は第 1 回に県内の疾病の動向や

病性鑑定の一般的な留意点について研修を行い，

第２回で NDV の講義，NDV-HI 検査の実習及

び PED や BSE について講義を実施し，第３回

目で CSF の講義や炭疽検査・血液塗抹標本の

作製・糞便の寄生虫検査について実習を行った。

その後，第４回ではシーズン前の９月に HPAI

に集中した研修を開催し，HPAI についての基

礎的な内容や，発生時の対応についての講義，

簡易検査の方法や鶏の解剖実習を実施した。第

５回は年度末の３月に開催し，事例検討会によ

って参加者各自がこの一年で得た経験・課題の

共有を行ったほか，外部講師の講演（農研機構

動物衛生研究部門口蹄疫ユニットの森岡氏によ

る「口蹄疫の臨床症状及び病性鑑定のポイント」）

によって最新の知見を習得した。 

平成 31 年度（令和元年度）のセミナー開催

内容を表１に示す。開催計画を検討する際には，

企画・運営を行う病性鑑定班としては，理解を

深めるため講義のみではなく，実習を多く取り

入れていくこと，職員育成のため病性鑑定班以

外の家保職員にも講義を行ってもらうことを提

案した。また，近年の家畜衛生業務の変化とし

て，CSF の国内発生や，CSF・ASF 及び口蹄
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疫の防疫指針改正及び家保における試験等の業

務管理（精度管理）の導入があったことから，

それらに対応した，CSF・ASF の発生状況や診

断方法，防疫指針の改正内容の解説，口蹄疫の

抗原検出キットの使用法及び家保における精度

管理の留意点といった内容の研修を新たに計

画・実施した。 

アンケートで得られた若手職員の要望として

は，豚やいのししの採材について学びたい，

CSF・HPAI・口蹄疫については継続して勉強

したい，などがあげられた。そのため，第 1 回

セミナーにおいて，病性鑑定上の注意点の一環

として，病性鑑定班作成の「死亡いのしし採材

マニュアル」を用いた検体採材手法の講義を実

施した。また，野生いのししに関する知識を得

る機会を設けるため，第 5 回セミナーにおいて

県環境生活部自然保護課の職員を講師として招

き「いのししの基礎知識，宮城県のいのしし事

情」と題して講演を企画・実施した。研修内容

を HPAI に集中して開催した第 4 回セミナーで

は，殺処分などの防疫対応への理解の促進や，

平成 29 年の本県での HPAI 発生時の経験を若

手職員に伝達するために，平成３０年度に実施

した診断技術や初動対応を中心とした研修内容

に加え，「宮城県現地地方支部マニュアル」に基

づく発生時の防疫対応や殺処分シミュレーショ

ン，本県発生事例での農場対応や，殺処分終了

から経営再開まで，といった内容を追加し，前

年度の内容に殺処分から経営再会までの対応も

含めた総合的な研修を実施した（図２）。このセ

ミナーを開催する際には，畜産課主催の家畜衛

生研修会と共催の形で開催し，2 日間の日程に

したうえで，診断技術については病性鑑定班が

講師を，防疫対応については畜産課職員が講師

を，本県発生事例については当時対応に当たっ

た職員が講師をそれぞれ務めるという新たな試

表１　平成31年度（令和元年度）家畜衛生技術セミナー開催内容

講義
講義・実習

実習
講義・演習

14

血液塗抹の作製および鏡検
各家保における精度管理について
外部講師による講演
　①ピペットの使い方およびメンテナンス　　　　　　 　（Thermo Fisher）
　②イノシシの基礎知識および県内のイノシシ事情　（自然保護課）
　③TSV2ワクチンについて　　　　　　　　　　　　　　　　（Zoetis）

講義・実習
講義

講義・実習
講義
講義

19

豚コレラ・アフリカ豚コレラについて
口蹄疫について
炭疽の診断について
寄生虫検査法について

講義
講義・実習
講義・実習
講義・実習

人数

16

県内におけるj病性鑑定の動向
病性鑑定上の一般的な留意点および精度管理について
各部門別　病性鑑定上の留意点(ウイルス，細菌，病理，生化学部門)

講義
講義
講義

ニューカッスル病およびHI試験について
死亡牛の処理およびBSE改正点について
種畜・種鶏検査について
鶏からの採血練習
オーエスキー病ELISA検査手技伝達

講義・実習
講義
講義
実習
実習

15

畜産課
各家保

畜産振興部
第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

内容  受講者所属

各家保
畜産振興部
畜産試験場

県食肉衛生検査所

各家保
畜産振興部
畜産試験場

各家保
畜産振興部

県食肉衛生検査所

畜産課
各家保

畜産振興部

14

○第2回家畜衛生研修会と合同開催（2日間）
HPAI発生時の対応～通報から確定診断まで～
HPAI簡易検査について
鶏の解剖について
HPAI発生時の対応
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みを行った。他にも，殺処分シミュレーション

についてはグループワークを新たに導入し，事

前に配布した演習概要・発生想定・検討事項に

ついて，グループ毎にディスカッションし，検

討事項に対する対応方法をそれぞれ発表した。

これにより，ただ現地地方支部マニュアルにつ

いて講義を受ける以上に防疫対応について理解

を深めることができた（写真３）。 

 

 

 
写真３ 殺処分シミュレーションのグループワ

ーク 

 

５ まとめ 

家畜衛生技術セミナーは，若手職員の実務的

な知識・技術の習得を目的に 39 年間継続され，

基礎的な知識・技術，各種検査法，家畜伝染病

の対応など様々な内容の研修を実施してきた。

また，セミナーの開催によって職員同士の情報

交換や交流，講師を務める職員の資質向上など

の相乗効果も発揮されている。開催内容は，必

須項目，家畜衛生業務の変化，若手職員の要望

を考慮して柔軟に設定しており，今年度は新た

な取組みとして，野生いのししの講義や HPAI

対応の総合的な研修などを実施した。このよう

に，セミナーは臨機応変に必要な知識・技術を

家保職員へ提供するとともに，より効果的な研

修の方法を常に検討している。 

一般的に，家保の業務で必要となる知識・技

術は，各家保の先輩職員から業務の中で教えを

受けるOn-The-Job Trainingの形式をとること

がほとんどである。農林水産省主催の家畜衛生

講習会や家畜改良センター主催の中央畜産技術

研修会において知識・技術を学ぶ機会はあるが，

これらは若手職員の一部しか参加できないため，

全員への知識・技術の伝達が難しいのが現状で

ある。一方で，セミナーでは若手職員全員に知

識・技術の伝達が可能であり，全員が同じ検査

手技を習得することで家保間の検査精度の平準

化も進められる。このことから，本セミナーは

家保職員育成の一助として極めて有用であり，

今後も開催を継続していくべきと考えられる。 

 

最後に，セミナーの開催に当たり，講師を快

く引き受けていただいた外部講師や職員の方々，

協力いただいた各家保の方々に深謝します。 
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11 台風 19 号による管内の被害状況と防疫対応 

大河原家畜保健衛生所 

佐藤浩庸，大寺世志子，岸田忠政，鈴木歩，網代隆 

佐藤結佳，橋本佳奈，阿部玲佳，目黒忍，菊地武，大久範幸 
 

1 はじめに 

台風１9 号により宮城県は多大なる被害を受け，

特に管内は未曾有の被害となった。河川氾濫や土

砂崩壊で各種ライフラインが遮断され，家畜の飼

養も困難な状況に陥った。そこで，今後，大規模災

害に遭遇しても次世代が安定した畜産経営ができ

るよう，今回の震災が畜産へ及ぼした影響を記録

し，実施した防疫対応と課題について整理したの

で報告する。 

2 管内の畜産被害概要（令和元年 12 月現在） 

 管内の被災農家数は 91 戸，被害額は約 3 億 2

千万円で，県全体の被害額（約5億円）の6割に及

んだ。管内被害額（図１）の被災内容別割合は，畜

産施設 41％，家畜 22％，草地・飼料 19％，機械

15％，家畜生産物 3％となった。市町村別割合は，

丸森町 60％，蔵王町 23％，角田市 15％，白石市

2％と，丸森町が被害額の大半を占めた。丸森町

では多くの地域で河川氾濫及び土砂崩壊が発生

し，道路，電気，水道などのインフラが広範囲で寸

断した。丸森町役場は河川氾濫により冠水し，一

時機能不全に陥った。 

 

 

3 畜種別の被害状況（表１） 

管内の家畜の被害頭数は，牛 19 頭，豚 2069 頭， 

鶏 15000 羽，蜜蜂 350 群であった。 

表 1 家畜の被害状況 

 

（1）牛 

被害頭数 19 頭のうち 12 頭が溺死，7 頭が 

流産による死亡。流産は，支援物資の空輸ヘリコ

プターの騒音等の環境の変化によるストレスが原

因と考えられた。また，丸森町では広範囲の道路

寸断により，集乳車が農場に行けず，18 戸の酪農

家が生乳を廃棄した。全ての農場が集乳可能にな

るまで約 3 週間を要し，計 85ｔの生乳が廃棄され，

被害額は約 933 万円となった。通常，生乳は「廃棄

物の処理及び清掃に関する法律」に基づく処理が

必要だが，環境省による特例措置により，期間を定

め自己所有の圃場に還元することが可能となっ

た。 

（2）鶏 

 採卵農場では大きな被害は認められなかったも

のの，丸森町のブロイラー農場 2 戸が甚大な被害

に見舞われた。ブロイラー農場 A が所在する地区

は，道路寸断により孤立状態となり，飼養者はヘリ

コプターで避難を余儀なくされたため，飼養されて

いた 15000 羽が飼育不能により全て死亡した（図

２）。死亡鶏は災害廃棄物と見なされず，処理費用

は自己負担となった。ブロイラー農場 B は土砂崩

壊により鶏舎壁面及び水道ポンプが破壊されたも

のの，被災時は空舎であったため，鶏の被害はな

図１ 管内畜産被害額の内訳 
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かった。令和元年１２月時点で，未だ道路や水道

の復旧がなされておらず，両農場とも経営再開の

目処は立っていない。 

 

図２ 飼育不能による死亡鶏、一部ミイラ化（農場 A） 

（3）豚 

 農場 C で停電による換気停止で，2000 頭の子豚

が酸欠死した。農場 D では，河川氾濫による洪水

で畜舎に大量の土砂・瓦礫が流入（図３）し，全て

の飼養豚が畜舎から流出，69 頭が溺死又は行方

不明となった。 

 

図３ 畜舎に大量の土砂・瓦礫が流入（農場 D） 

 

4 防疫対応（表 2） 

 今回の被害により，農場の衛生環境の悪化や，

広範囲での交通遮断が発生。当所は，伝染病発

生予防及び発生時に迅速な対応をするため，以

下の防疫対応を実施した。 

 

 

表 2 防疫対応タイムスケジュール 

 

（１）被害状況調査 

 町職員が避難及び被災者救援のため動けない

状態が続いたため，当所と農協を中心に現場の被

害状況調査を実施した。調査は丸森町の養牛農

場全戸（85 戸），電話聞き取りにより被害が確認さ

れた丸森町の養豚農場（1 戸）及び養鶏農場（3 戸）

を対象に実施した。被災した家畜，施設，機械など

を確認後，当所で作成した様式に記入し，被害額

を算定した。この調査により、被害の現状及び実施

すべき対策が明らかとなった。 

（２）道路状況の確認 

 丸森町では広範囲に道路が寸断したため，伝染

病発生時に備え，道路状況の把握が急務であった。

発災の翌日，他部所から国道・県道の通行情報を

収集。その 3 日後に実際に現地を巡回し，道路状

況が一目で識別できるようなマップを作成した（図

４）。 

 

図４ マップの作成 
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（３）流出豚の捕獲 

 前述した農場Dで洪水により畜舎から流出，溺死

を免れた豚は農場敷地及び農場近隣を自由に闊

歩している状態だった（図５）。脱走豚による一般人

への被害の懸念や，CSF の感染が日本各地で広

まっている状況を考慮し，脱走豚を捕獲，畜舎に

収容することとした。捕獲は発災から 4 日後に実施，

周辺では自衛隊による行方不明者の捜索が行わ

れていた。捕獲作業は計 2日間，メンバーは家保 3

名・農協 4 名・生協 3 名・役場 3 名・養豚農家 3 名

の計 16 名で実施した。自衛隊や周辺住民から情

報収集し，脱走豚を捜索。発見した豚は，飼料とコ

ンパネを用い農協の輸送トラックに誘導・収容。収

容後，トラックは農協営農センターを経由し，待機

していた家保職員がトラック及び豚を消毒。捕獲豚

の一時飼養場所として，昨年廃業した隣市の養豚

場の畜舎を借用し，豚の移動前に清掃・消毒を実

施。2 日間で計 61 頭を捕獲・移動した。被災前の

飼養頭数１２０頭（母豚１８頭、雄２頭、子１００頭）の

約半分の豚を捕獲した。 

被災畜舎に流入した土砂・瓦礫はボランティア

によって徐々に撤去された。被災から約 2 ヶ月後，

経営者が経営再開に向け強い意志を示したため，

早急に畜舎の清掃及び消毒を実施。畜舎は断水

中であったため，自宅から水を運び石灰乳を作成，

豚房床・壁面に塗布。2 日間で畜舎 3 棟中 2 棟の

消毒を完了。隣市の一時飼養場所から全ての豚を

移動し，約 2 ヶ月で経営を再開することができた。

再開に当たり，ASF 侵入防止緊急支援事業に係る

柵設置の説明や，被災による田畑面積縮小に伴う

適正な堆肥還元処理の指導を実施。被災から３ヶ

月後となる令和 2 年 1 月に出荷予定。同年 2 月に

母豚を導入し，徐々に被災前の飼養規模に戻す

計画。 

（４）消石灰帯及び立入禁止看板の設置 

 洪水により消石灰帯及び立入禁止看板が流出し

た農場並びに救援人員やマスコミ等の立入が増加

し，衛生環境が悪化した農場には，発災から 5 日

後に農場出入り口に消石灰帯及び立入禁止看板

を設置。 

 

 

図５ 農場敷地外を闊歩する脱出豚 

 

（５）給与水の消毒指導 

 断水のため，緊急的に家畜に沢水などを給与し

ている農場には，発災から 5 日後に給与水を消毒

するよう指導。 

（６）支援センターの確保 

 防疫従事者の支援センターとして想定していた

丸森町の施設が，避難所や自衛隊基地として使用

されていた。発災直後は大河原合同庁舎を代替と

して使用することにしたものの，往復時間が 2 時間

を越える農場も存在するため，丸森町内で代替支

援センターを探索。発災から約 1 ヶ月後に避難所

の機能が解消され使用可能となった公共施設を調

査。センターとして機能が可能であることを確認し，

代替支援センターとして選定。 

 

5 今後の課題 

 被災農家には，強い農業・担い手作り総合支援

交付金や ALIC 事業などを活用しできるだけ早く営

農を再開できるよう誘導。また，施設補修・機械再

導入に係る費用を把握し，それらをリスト化，これら

が事業に適用されるかを審査。 

 今回の災害で，事前の対策で被害を最小限に抑

えることがわかった。対策として，停電に備えた発

電機や軽油の準備，常に飼料を十分量確保して

おくなど挙げられる。実際に，長期間孤立状態とな

った丸森町の養豚場 2 戸は，発電機及び軽油の

備蓄により，被災前と変わらず飼養することができ
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た。また，今回の災害で，道路寸断で孤立状態に

なった筆甫や五福谷川の地域において住民らが

連携し，道路を開通した事例があった。このように，

普段から地域の連携を密にし，防災意識を共有す

ることが重要であると感じた。 

 最後に，このたびの台風19号におきまして，犠牲

になられた方々とご遺族の皆様に対し，深くお悔

やみを申し上げるとともに，被災された皆様には心

よりお見舞い申し上げます。 
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12 肉用牛繁殖農場で発生した Aspergillus fumigatus による真菌性流産 

仙台家畜保健衛生所 

板橋知子，石橋拓英 
 

1 はじめに 

 牛の異常産の原因は遺伝的要因と環境要因と

に大きく分けられ，環境要因はさらに，細菌や

ウイルス等の感染性要因と母牛の栄養状態や内

分泌障害等の非感染性要因とに分けられる 2),12)。

このうち感染性要因による異常産は発生数が多

いことから特に重要とされている 5)。国内にお

ける感染性要因の内訳は，ウイルス，細菌及び

寄生虫が 9 割以上を占め，真菌性の異常産は散

発的に発生している状況で 7-9)，また，県内にお

ける牛の真菌性流産の診断事例はこれまでのと

ころ存在していない。 

このような状況において，今回，肉用牛繁殖

農場においてAspergillus fumigatusによる真菌性

流産が発生したことから，その概要について報

告する。 

 

2 発生状況 

成牛 5 頭，育成牛 1 頭を飼養する肉用牛繁殖

農場において，平成 30 年 2 月，畜主が牛房内に

おいて胎齢約 8 カ月の死亡胎子を発見した。当

該母牛は初産に続き 2 度目の流産であったこと

から，原因究明のため病性鑑定を実施した。な

お，流産前に当該母牛に特に異常は認められな

かった。 

 

3 材料と方法 

(1)病理学的検査 

死亡胎子及び胎盤を剖検後，各臓器を 10%中

性緩衝ホルマリンで固定後，常法に従いパラフ

ィン切片を作成した．その後，ヘマトキシリン・

エオジン（HE）染色，グロコット染色を行った。 

(2)免疫組織化学的染色 

 胎盤のパラフィン切片を用い，免疫組織化学

的検査（免疫染色）を実施した。マウス抗

Aspergillus fumigatus モノクローナル抗体（Dako, 

U.S.A.），マウス抗 Rhizopus arrhizus モノクロ

ーナル抗体（Dako，U.S.A.）及びウサギ抗 Candida 

albicans ポリクローナル抗体（Biogenesis，U.K.）

を用いて，市販キット（ヒストファイン SAB-PO

（MULTI）キット，㈱ニチレイ，東京）の手順

に従って実施した。 

(3)細菌学的検査 

死亡胎子の五大臓器，大脳及び胃内容物を材

料として，好気培養（5％羊血液寒天培地，DHL

寒天培地，ESⅡ寒天培地），嫌気培養（5%卵黄

加 GAM 寒天培地），7%CO2培養（β-NAD 加チ

ョコレート寒天培地）及び微好気培養（スキロ

ー寒天培地）により細菌分離を試みた。死亡胎

子の肝臓，腎臓及び心臓を材料として，緩衝ペ

プトン水で 37℃一晩培養後，その培養液をラパ

ポート培地でさらに 37℃一晩培養．DHL 及び

ES サルモネラⅡ寒天培地で 37℃一晩培養し，

サルモネラ菌の分離を試みた。また，当該母牛

の血清を用いて，牛ブルセラ病急速凝集反応を

実施した。 

(4)ウイルス学的検査 

 死亡胎子の肝臓，脾臓，腎臓及び大脳を材料

として，アカバネウイルス（AKV），アイノウ

イルス（AIV），ピートンウイルス（PEAV），

チュウザンウイルス（CHV），イバラキウイル

ス（IBV）及びブルータングウイルス（BTV）に

ついて遺伝子検査を実施した。また，死亡胎子，

当該母牛及び同居牛 2 頭の血清を材料として牛

ウイルス性・下痢ウイルス（BVDV）の遺伝子

検査及び AKV，AIV，CHV 及び BVDV1 の中和

試験を実施した。 

(5)真菌学的検査 

胎盤病変部パラフィン切片からプロティナー

ゼ K（和光純薬工業㈱，大阪）及びフェノール： 
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図 1 胎盤全景 

図 2 尿膜絨毛膜の皮革様外観及び胎盤小
葉の腫大・白色化 

図 3 HE 染色（胎盤） 

クロロホルム：イソアミルアルコール（ライフ

テクノロジーズジャパン㈱，東京）を用いて

DNA を抽出した。得られた DNA をテンプレー

トとし，Aspergillus 属の同定に用いられる

s-tubulin 遺伝子を増幅するプライマーbt2a と

bt2b の組み合わせを用いて PCR3)及びダイレク

トシークエンスを行い，得られた塩基配列につ

い て National Center for Biotechnology 

Information （http://www.ncbi.nlm. nih.gov/）を

利用し BLAST による相同性検索を行った。 

 

4 結果 

(1)病理解剖所見 

 胎盤は全体的に水腫性に肥厚し，乳白色に混

濁していた（図 1）。尿膜絨毛膜は，大部分が肥

厚・混濁により皮革様外観を呈し，また，肥厚

が軽度な部分では粟粒大の白色斑が多発性に認

められた．胎盤小葉の多くは腫大，白色化し，

しばしば中央部の出血が認められた。これらの

胎盤小葉は，辺縁部が隆起し，中央部が陥凹す

る特徴的な形態を呈していた（図 2）。なお，胎

子は眼球の白濁が認められた以外に著変は認め

られなかった。 

(2)病理組織学的所見 

胎盤（図 3）では，絨毛は広範に壊死し，好

中球を主体とする炎症細胞が多数浸潤していた。

絨毛叢基部の中型～大型の血管は，壊死性血管

炎を呈し，しばしば内壁に線維素の析出が認め

られた。絨毛膜間葉組織は水腫性に重度に肥厚

し，尿膜及び絨毛膜無毛部表面の壊死及び線維

素の析出が認められた。壊死部には好中球を主

体とする炎症細胞が浸潤し，多数の菌糸が観察

された。胎盤のグロコット染色では壊死組織の

辺縁部を主体として，黒色に染まる菌糸が多数

認められ，これらの菌糸はほぼ均一な菌幅を示

し，Y 字ないし直角に分枝し，隔壁を有してい

た（図 4）。 

胎子では，肝臓の一部において巣状壊死が散

在性に認められた．壊死巣内では出血，マクロ

ファージ及び少数の好中球の浸潤が認められた 

が，グロコット染色では菌糸は確認されなかっ 

 

た。その他の臓器に著変は認められなかった。 

(3)免疫組織化学的所見 

菌糸は，抗 A. fumigatus 抗体を用いた免疫染

色において陽性を示し（図 5），抗 C. albicance

抗体及び抗 R. arrhizus 抗体陰性であった。 
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図 4 菌糸（グロコット染色） 

図 5 胎盤（抗 A. fumigatus 抗体） 

 

(4)細菌学的検査 

 細菌培養では，いずれの臓器からも有意菌は

分離されなかった。また，当該母牛は牛ブルセ

ラ病急速凝集反応陰性であった。 

(5)ウイルス学的検査 

各臓器及び血清からは，AKV，AIV，PEAV，

CHV，IBV，BTV 及び BVDV の特異遺伝子は検

出されなかった。中和試験では死亡胎子は全て

陰性，母牛及び同居牛 2 頭は BVDV1 抗体陽性， 

 同居牛 1 頭は AKV 抗体陽性であった。 

(6)真菌検査 

 胎盤病変部のパラフィン切片から抽出した

DNA を用いた PCR 及びダイレクトシークエン

スによって得られた塩基配列を BLAST 解析し

たところ，既知のA. fumigatusの塩基配列と100%

の相同性を示した。 

(7)診断及び当該母牛の現況 

 以上の結果から，A. fumigatus による牛の真菌

性流産と診断した。 

 なお，本診断を受け，臨床獣医師が当該母牛

の膣スワブ検査を実施し，真菌陰性を確認した．

また，子宮洗浄後の人工授精で受胎し，現在（令

和 2 年 1 月末時点）も妊娠継続中である。 

 

4 まとめ及び考察 

 今回，県内肉用牛繁殖農場において，胎齢約

8 ヵ月での流産が発生し，病性鑑定の結果 A. 

fumigatus による真菌性流産と診断した。牛の真

菌性疾患は，県内の病性鑑定において第四胃炎

や肺炎等の事例が存在しているが，流産につい

ては県内での報告はなく，本症例は県内におけ

る牛の真菌性流産の初の診断事例となった。 

 牛の真菌性流産は，様々な種類の真菌及び酵

母によって引き起こされる疾患で，中でも A. 

fumigatus によるものが多いとされる 4)。発生は

散発的だが，妊娠 6～8 ヵ月で流産が起こるため，

経済的被害が大きく，特に乳牛では重要な疾患

として位置づけられている 1)。病変は胎盤で顕

著に認められ，尿膜絨毛膜は皮革様外観を呈し，

褐色浸出液によって覆われ，胎盤小葉の腫大・

脆弱化が認められる。一方で，胎子の病変は皮

膚に限局し，正常な場合も多いとされる 6)。ま

た，流産後の母牛の受胎能力に影響はないとさ

れており 4)，本症例でも子宮洗浄後の人工授精

で受胎している。本症例は，原因菌や発生時期，

病変の特徴，母牛の予後までこれらの特徴と一

致しており，典型的な事例であったと考えられ

た。 

診断にあたって，本症例では菌糸及び真菌が

関与した病変は胎盤に限局しており，胎子では

認められなかった。そのため，胎子のみの検査

では診断に至ることは困難であったことが推察

された。異常産の診断おける胎盤の診断意義に

ついては，すでに他県の報告で述べられている

が 8),9)，本症例を通して異常産の病性鑑定におけ

る胎盤の検査の重要性を再認識する結果となっ

た。 

 真菌性疾患の診断は，真菌の分離培養と鏡検

による組織中の菌糸の検出がゴールドスタンダ

ードとされている 1)。しかし，本症例では胎盤
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が高度に汚染されていたため，真菌の培養検査

は実施できなかった。そこで，胎盤の免疫染色

によって原因菌種を絞り込み，さらに，胎盤の

パラフィン切片を用いた PCR とシークエンス

解析を行うことで，菌種まで同定した上で確定

診断につなげることができた。本症例に限らず，

一般に胎盤は高度に汚染された状態で搬入され

ることが多く，培養検査不適と判断されること

が少なくない。また，病理組織学的検査で菌糸

が認められた臓器について，必ずしも培養検査

用の生材料を採材しているとは限らないなど，

様々な事情により真菌の培養検査が困難な場合

が存在する．そうした場合において，パラフィ

ン切片を用いた遺伝子検査と免疫染色の組合せ

は特に有用であると考えられた。 

 真菌性流産の原因菌は自然界に広く存在して

おり，感染の機会は常に存在している．今後は，

本症例を通して生産者や臨床獣医師に対して真

菌性流産についての知識の普及に努めるととも

に，異常産の病性鑑定における胎盤の検査の重

要性についても周知し，診断率の向上につなげ

ていきたい。 
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13 県内で分離された豚丹毒菌の分子疫学的解析 

仙台家畜保健衛生所 

真鍋 智，後藤 庸 
 

1 はじめに 

豚 丹 毒 は ， 豚 丹 毒 菌 (Erysipelothrix 

rhusiopathiae)の感染によって起こる感染症であり，

家畜伝染病予防法により届出伝染病に指定され

ている。病型は，臨床的に，急性型の敗血症型，

亜急性型のじん麻疹型，慢性型の関節炎型及び

心内膜炎型に区分される。また，本菌は，細胞壁

由来の耐熱性抗原と家兎血清を用いた寒天ゲル

内沈降反応により，15 種類（1（1a，1b），2，4～6，

8，9，11，12，15～17，19，21，23）の型とその抗原

を欠く N 型の血清型に分類され，罹患豚から分離

される株の血清型は，そのほとんどが急性型に多

い 1 型と慢性型に多い 2 型である 1）。予防にはワ

クチンが利用され，治療にはペニシリン系の抗菌

性物質が極めて有効である。 

2008年以降，血清型1a型菌で，菌体表層抗原

SpaA の高度可変領域のうち，203 番目のアミノ酸

が旧来株のイソロイシンからメチオニンに変異した

Met-203SpaA タイプ株による急性型及び亜急性

型発生事例が各県で報告された 2），3）。  

また，小川らは，1990年から2011年に，16県の

急性型の豚丹毒発症豚から分離された血清型 1a

型菌の全ゲノム解析に基づく系統解析を実施した

結果，年代ごとにⅠ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳの系統集団を構

成し，2007 年以降に分離された Met-203SpaA タ

イプ株は，すべて系統Ⅳに属し，さらに，九州地

方で分離された株のみを含む系統Ⅳb-1（以下九

州型）と，九州以外の地域で分離された株を含む

系統Ⅳb-2（以下本州型）の亜集団に分類された

ことを報告した 4)。 

今回，過去に県内で分離された豚丹毒菌株を

用いて疫学的解析を実施したので，その概要を報

告する。 

 

 

2 豚丹毒の届出頭数の推移 

国内における本病の届出頭数は，2009 年に増

加し，2011 年から 2013 年にかけて，九州地方の届

出頭数が急激に増加していた（図 1）。 

また，県内における届出頭数は，2012 年から

2016 年まで増加傾向にあり（図 2），その一方，本

病のワクチン接種頭数は，2016 年まで減少傾向が

認められた（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 全国の豚丹毒届出頭数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 県内の豚丹毒届出頭数及びワクチン接種頭数の推移 
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図 3 菌株の疫学情報 

 

3 材料および方法 

材料は，1998 年及び 2015 から 2019 年までに，

病性鑑定により 6 農場の急性型事例から分離され

た豚丹毒菌 7 株を用いた（図 3）。 

血型別検査は，血清型 1a，1b，2 及び 5 型を対

象とした PCR5）を実施した。遺伝子型別検査は，血

清型 1a 型菌について，小川らの報告 4）した系統集

団のうち，九州型及び本州型を型別する PCR6）を

実施した。型別陰性となった系統Ⅳb 以外の系統

集団は，SpaA 遺伝子のシークエンス解析を農研機

構動物衛生研究部門（以下動衛研）に依頼した。 

また，15 薬剤（ABPC，AMPC，PCG，CEZ，GM，

KM，SM，EM，OTC，TC，DOXY，ERFX，NFLX，

LCM，ST）について薬剤感受性試験を実施した。 

 

4 結果 

血清型別及び遺伝子型別検査の結果，A，C，D

及び F の 4 農場から分離された 5 株が血清型 1a

型菌に型別され，そのうち，2015 年及び 2019 年に

分離された 3 農場 4 株が九州型，1998 年に A 農

場で分離された 1 株は系統Ⅰに分類された。1998

年に B 農場で分離された 1 株は血清型 2 型，2016

年に E 農場で分離された 1 株は血清型 1b 型に分

類された（図 4）。 

また，薬剤感受性試験の結果，ペニシリン系，セ

フェム系，マクロライド系及びキノロン系薬剤は，す

べての血清型に感受性が認められ，九州型は，上

記の 4 つの系に加え，リンコマイシン及びテトラサイ 

クリン系薬剤にも感受性が認められた。また，血清 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 血清型別及び遺伝子型別検査成績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 薬剤感受性試験成績 

 

型 1b 型，2 型，1a 型の系統Ⅰ型の順に耐性傾向

が認められた（図 5）。 

 

5 まとめ及び考察 

 国内における豚丹毒の届出頭数は，2008 年以

降増加傾向を示し，特に，2011 年から 2013 年にか

けて，九州地方における届出頭数の増加により大

きく増加した。また，その期間に，急性型及び亜急

性型発生事例のほとんどから血清型 1a 型菌で

Met-203 SpaA タイプ株が分離された。この原因に

ついて，内村らは， 九州南部で近縁な Met-203 

SpaA タイプ株が，ワクチン未接種農場を中心に鹿

児島県内全域に広がったことによるものと推察して

いる 7)。県内における豚丹毒の届出頭数は，2012

年から 2013 年にかけて 2 倍に増加した後，2016

年まで増加傾向を示し，その一方で，県内のワクチ

ン接種頭数は 2016 年まで減少傾向を示していた。
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また，病性鑑定により急性事例から分離された豚

丹毒菌について，血清型別及び小川らが報告した

系統解析による遺伝子型別検査を実施した結果，

2015 年及び 2019 年分離株が，系統Ⅳb-1 型であ

る九州型に分類された。以上のことから，県内への

九州型の侵入は， 2011 年以降，ワクチン接種頭

数が年々減少していく中，九州地方で Met-203 

SpaA タイプ株の大きな流行があった 2013 年頃に，

九州地方からワクチン免疫が低下した状態の本県

に侵入した可能性が示唆された。今回九州型が分

離された農場の導入元や出荷先は，県内か隣接

県であり，九州地方との家畜，人及び物の移動は

確認できなかった。しかし，東北，関東及び中部地

方は，本州型が主であったことから，九州型が九州

地方から本県に直接侵入した可能性も考えられた

が，その経路まで特定するには至らなかった。 

供試株の薬剤感受性試験の結果，ペニシリン系

を含む4 つの系の薬剤は，すべての血清型に感受

性が認められ，九州型は，リンコマイシン及びテトラ

サイクリン系薬剤にも感受性が認められたことから，

従来の株と同様，九州型も抗菌剤の効果が期待で

きると思われた。また，ペニシリン系薬剤に感受性

であることは既報と同様であったが，西田らは，テト

ラサイクリン系薬剤に対して一部耐性を示す菌株

の存在を報告している 10)ことから，今後も薬剤耐性

の動向に注視していく必要があると思われた。 

今回実施した疫学的解析は，感染経路の解明

のほか，本事例のような変異株の出現やその流行

の把握にも有用であることから，引き続き，動衛研

等の関係機関と連携し，発生動向の監視体制を構

築していく必要があると思われた。また，今回の情

報を生産現場に還元していくことで，衛生意識の

向上を図り，ワクチン接種や適切な抗生剤治療を

含めた飼養衛生管理の徹底につなげたい。 
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14 乳房炎発症前に乳汁中で増加するシクロフィリン A の乳房炎誘起能 

宮城県畜産試験場 

浅野貴史，熊谷弘明，日野正浩 
 

1 はじめに 

 乳房炎はウシ疾病の中で最も発症頭数が多く，

その治療費，罹患牛廃用などの経済的な損失は

年間1000億円と推定される。現在，乳房炎治療の

多くが抗生剤を用いた治療を中心に行われており，

乳房炎の生乳や食肉からメチシリン耐性黄色ブド

ウ球菌(MRSA)の検出に加え，食肉と牛乳を介し

て耐性菌がヒトに伝播した症例が報告されている

1),2),3)。乳房炎の防除は今日の獣医畜産領域に

おいて重大な課題であり，ウシ乳房炎早期診断・

治療法の開発が望まれている。 

 乳房炎の現在の診断方法は，乳房炎の発症によ

って誘導される乳汁中の体細胞数を指標としてお

り，必ずしも早期発見・早期治療が行われていると

は言えない。そのため，乳汁中体細胞数が上昇す

る前の乳房炎予備軍を特定できるようなウシ乳房

炎早期診断法が必要となる。 

 シクロフィリンAは細胞質タンパク質で，主に上皮

細胞から分泌され，免疫細胞を遊走させる白血球

遊走因子として知られている4),5),6)。分娩後60日

間で乳房炎に罹患した個体の4分房における体細

胞数とシクロフィリンA濃度を調べたところ，どの分

房においても乳汁中体細胞数は乳房炎基準値を

超える上昇が確認され，その数日前に乳汁中シク

ロフィリンA濃度の上昇が確認された。しかしながら，

乳汁中に分泌されたシクロフィリンAによって，免疫

細胞が動員され，乳汁中体細胞数が上昇したかは

不明である。そこで乳頭孔からシクロフィリンAを投

与することで乳汁中体細胞数を誘導する乳房炎誘

起能の有無を検証した。 

 

2 材料及び方法 

(１)試験材料 

 PBS投与試験より，体細胞数の上昇が認められ

なかった宮城県畜産試験場で飼養しているホルス

タイン種経産牛3頭(供試牛A，供試牛B，供試牛

C)を選定し投与試験を行った。供試牛Bに関して

は，1回目の投与試験で大きな変化が確認されな

かったことから濃度を変更して2回投与試験を行っ

た。組換えウシシクロフィリンAの投与量は各分房

10mlで，供試牛Ａは右前PBS，右後200ng/ml，

左前1μg/ml，左後10μg/mlを注入した。供試牛

Bの1回目は供試牛Aと同じ量の組換えウシシクロ

フィリンAを注入し，2回目は右前PBS，右後10μ

g/ml，左前100μg/ml，左後1mg/mlを注入した。

供試牛Cは右前PBS, 右後1μg/ml，左前10μ

g/ml，100μg/ml注入した。 

(２)投与および試料の採材方法 

 投与日の夕方搾乳後に分房別に0.5cm乳頭投

与ゾンテを用いて組換えウシシクロフィリンAを投与

した。投与乳汁の採取は投与数日前から約2週間

の乳汁を経時的に採取した。 

(３)測定項目 

①乳汁中体細胞数 

 宮城県畜産試験場で生乳成分/体細胞数測定装

置コンビフォス７（FOSS社製）を用いてフローサイト

メトリー方式に基づき測定した。 

②化学発光能 

 宮城県畜産試験場で化学発光能測定装置テトラ

ライト(有限会社トッケン製)を用いて測定した。 

③乳汁中シクロフィリンA濃度 

 東北大学でELSA法を用いて60倍希釈したスキ

ムミルクを測定した。 

④乳汁中細胞割合(供試牛C) 

 東北大学で供試牛CのシクロフィリンA投与前後

の分房毎の乳汁中細胞割合をフローサイトメトリー

法により測定した。 
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3 結果 

供試牛AはシクロフィリンAを投与した３分房で投

与翌日から濃度依存的に乳汁中の体細胞数とCL

能が急上昇して異常値となり，6日後には正常値ま

で低下した。また，乳汁中のシクロフィリンA濃度は

投与後翌日に最も投与濃度の高い左後分房で急

上昇し，3日後には正常値まで低下した（図１）。し

かしながら，供試牛Bは乳汁中の体細胞数，CL能

およびシクロフィリンA濃度のいずれも投与後の大

きな上昇はみられなかった。 

供試牛Bの2回目試験において，分房別に右前

PBS ， 右 後 100 μ g/ml ， 左 前 1mg/ml ， 左 後

10mg/mlと高濃度のシクロフィリンAを投与したとこ

ろ，供試牛Aと同様に投与した3分房で投与翌日

から濃度依存的に乳汁中の体細胞数とCL能が急

上昇して異常値となり，最も投与濃度の高い左後

分房においては乳汁中のシクロフィリンA濃度が投

与後翌日に急上昇し，その後低下した(図2)。 

 

 
 

 

 

 
供試牛Cは最も投与濃度の高い左後分房で投

与後翌日に乳汁中体細胞数が異常値となり，投与

7日後には正常値まで低下した。この左後分房の

投与後の乳汁中細胞割合は投与前と比べ，顆粒

球の割合が1.2％から74.2％まで上昇し，乳房炎

乳汁と相似的な乳汁中細胞割合となった(表１)。 

 

 
 

4 まとめ及び考察 

シクロフィリンA投与分房では，乳汁中の体細胞

および炎症の判定が可能なCL能が濃度依存的に

上昇し，乳汁中細胞割合が乳房炎乳汁の細胞割

合と相似的であったことから，シクロフィリンAは乳
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房炎誘起能を有することを発見した。加えて，シク

ロフィリンAに対する反応性が異なる乳牛が存在す

ることが判明した。 

細菌感染による乳房炎とは異なり，シクロフィリンA

投与による乳汁中の体細胞数の上昇は数日間，

高値を示しその後正常な値に低下した。これは，

体細胞を動員した後搾乳によって体外へ排出され

たために，一過性の細胞数上昇を引き起こしたと

考えられた。また，シクロフィリンA投与による乳汁

中の体細胞数の上昇は即時的であった。これは菌

の侵入・乳腺上皮細胞への接着・炎症誘起因子の

放出など様々な過程を経る必要があるが、シクロフ

ィリンAのみを投与した場合、これらの過程を介さ

ずに炎症が誘導されることから、体細胞数の上昇

に時間差が生じたことが示唆された。 

以上よりシクロフィリンAは乳汁中体細胞を動員

して乳房炎を誘起する作用を有することが判明し

た。この結果から，シクロフィリンAによる早期診断

法の可能性が大きく示唆された。 
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15 分娩前後における母豚の血液成分の変動と繁殖成績との関連 

宮城県畜産試験場 

岡 希，高森広典，吉野淳良，鈴木英作 
 

1 はじめに 

産子数や子豚の離乳率などの母豚の生産性は，

分娩前後の健康状態に大きく影響を受けること

が知られている。低栄養状態の母豚は，分娩事

故の増加や，泌乳量の低下を引き起こし 6），母

豚の廃用や，子豚の発育不良につながる。近年

は養豚経営の大規模化により，時間をかけて母

豚を観察することが困難であり，母豚を管理す

る上で，生産性の指標が求められている。 

牛では，血液成分と繁殖成績との関連が多数

報告されており 5)7)，周産期の管理に広く活用さ

れている。一方，豚では，周産期の血液成分値

に関する報告は少数であり，繁殖性との関連も

不明な点が多い。 

本試験では，分娩前後における母豚の血液成

分値を収集するとともに，血液成分と繁殖成績

の関連について調査し，母豚の生産性の指標と

しての有用性について検討した。 

 

2 材料及び方法 

（1）試験材料 

宮城県畜産試験場で飼養されているランドレ

ース種系統豚ミヤギノ L2 の母豚 26 頭について，

平成27年から令和元年までの分娩記録116産を

使用した。 

（2）試験方法 

試験①：交配後 80～90 日（妊娠後期），分娩後

1～3 日（分娩後），離乳後 3～5 日（離乳後）に

頸静脈から採血し，血液成分を測定した。測定

項目は，TP，Aｌｂ，BUN，Glu，T-cho， Ca，

Mg，IP，RBC，Ht，Ht，WBC とし，血液検査

は㈱江東微生物研究所に依頼した。 

試験②：試験①で測定した血液成分のうち，分

娩前後で変動が認められた項目と繁殖成績につ

いて，Pearson の積率相関係数を算出した。 繁

殖成績の項目として，総産子数，死産数，出生

時及び 3 週齢時生存産子数，3 週齢時総体重，

次回総産子数，産次を用いた。 

試験③：出生時生存産子数と妊娠後期の血液成

分との関連を調査するため，試験②で産次と

|0.6|以上の相関が認められた項目について，産

次数が 1 から 6 産次（n = 57 産）の低産次群，7

から 14 産次（n = 56 産）の高産次群に分け，出

生時生存産子数との Pearson の積率相関係数の

算出及び単回帰分析を行った。 

 

3 結果 

試験①：測定した血液成分のうち，分娩前後に

変動がみられた項目を表 1 に示した。TP 及び

Alb は，妊娠後期から離乳後にかけて低下した。

Glu は分娩後に上昇し，T-cho，RBC，Ht 及び

Hb は分娩後に低下した。 

 

表 1 分娩前後における血液成分の平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平均値） 

 

試験②：試験①において，分娩前後に変動が認

められた血液成分と繁殖成績の相関を表 2 に示

した。3 週齢時生存産子数及び 3 週齢時総体重

と離乳時 TP において，中程度の負の相関が認

められた。また，産次と妊娠後期の Alb 及び IP，

全期間の RBC で中程度の負の相関が認められ，

特に RBC では産次との相関係数は| 0.6 |以上の

高い値を示した。 

TP Alb BUN Glu T-cho
(g/dL) (g/dL) (mg/dL) (mg/dL) (mg/dL)

妊娠後期 8.2 4.4 9.3 73.4 69.0

分娩後 7.9 4.2 9.5 88.0 54.9

離乳後 7.9 4.1 9.5 73.3 77.5

IP ALP RBC Ht Hb

(mg/dL) (U/L) (10⁴/μL) (g/dL) (%)

妊娠後期 5.9 112.5 573.5 41.2 12.3

分娩後 6.6 122.5 523.3 37.4 11.3

離乳後 6.3 129.2 572.1 40.3 12.2
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表 2 繁殖成績と血液成分の相関係数 

 

試験③：試験②において，| 0.6 |以上の相関が認

められた妊娠後期 RBC について，解析を行った。

産次群ごとの出生時生存産子数及び妊娠後期

RBC の平均値，相関係数は，順に低産次群：9.8

頭，615×10⁴/ μL，-0.33，高産次群：8.0 頭，

552×10⁴/ μL，0.25 であった。各群において，

出生時生存産子数を目的変数，妊娠後期 RBC を

説明変数とした単回帰分析を行ったところ，低

産次群では，出生時生存産子数 = -0.0174 × 

RBC (10⁴/μL） + 20.60653 の有意な回帰式が

得られた（図 1，p＜0.05）。 

図 1 妊娠後期 RBC と出生時生存産子数 

 

赤点は，妊娠後期 RBC = 500×10⁴ μL の時， 

出生時生存産子数が 11.9 ≒ 12 頭となるこ

とを示す。 

 

4 まとめ及び考察 

本試験では，これまで報告が少なかった，周

産期の母豚の血液成分を測定し，各項目の平均

値や推移を明らかにした。タンパク質代謝に関

連する TP 及び Alb は，妊娠後期から離乳後に

かけて低下していた。さらに，離乳時 TP と 3

週齢時生存産子数に負の相関が認められたこと

から，TP は子育てや授乳による母豚の負のエネ

ルギー状態を反映すると推測された。乳牛では，

分娩後から離乳時における低 Alb 状態が，次回

交配時の受胎率の低下を引き起こすことが知ら

れている 5)。本試験では TP は基準値を下回ら

ず，次回産子数の影響も認められなかったが，

産子数が多い母豚では特に TP や Alb の低下に

注意する必要があると考えられた。 

RBC，Ht 及び Hb は分娩後に低下しており，

貧血状態であったと推測された。先行研究にお

いて，母豚の Hb が 9.0 g/dL 未満の場合に死産

リスクが上昇すると報告されているが 1)，本試

験では Hb は 10 g/dL 以上であり，死産数との

関連は認められなかった。 

RBC は妊娠後期から離乳後までの全期間で，

産次と中程度の負の相関を示した。人では，加

齢によって赤血球数が低下することが知られて

おり 3)，豚においても同様の傾向を認めること

が判明した。また，低産次群において，妊娠後

期の RBC は出生時生存産子数と負の相関を示

した。妊娠後期の母豚は，胎子や付属物の増加

により循環血漿量が増加し，見かけ上の RBC 低

値を示すことが知られている 4)。このことから，

胎子数が増えるにつれて血球が希釈され，RBC

が低値となったと推測される。さらに，妊娠後

期の RBC から出生時生存産子数を推定する有

意な単回帰式が得られたことから，妊娠後期に

おける RBC 測定は繁殖性の指標となる可能性

が期待された。一般的に妊娠豚への飼料給与量

は，胎子の発育に影響しないと考えられてきた。

TP Alb BUN Glu T-cho IP RBC Ht Hb

総産子数 -0.17 0.05 -0.16 0.08 -0.23 -0.06 0.07 0.00 0.02

死産数 -0.01 -0.04 0.04 0.01 -0.26 -0.07 0.04 -0.03 0.04

出生時生存産子数 -0.16 0.07 -0.19 0.07 -0.05 0.003 0.05 0.02 0.001

3週齢時生存産子数 -0.25 -0.03 -0.22 -0.01 -0.07 -0.01 0.09 0.14 0.07

3週齢時総体重 -0.22 -0.01 -0.24 0.01 -0.11 -0.03 0.13 0.20 0.12

次回総産子数 -0.16 0.04 0.07 0.16 -0.11 0.14 0.20 0.15 0.20

産次 0.22 -0.50 0.13 -0.04 -0.01 -0.50 -0.70 -0.44 -0.56

TP Alb BUN Glu T-cho IP RBC Ht Hb

総産子数 -0.06 0.13 -0.20 0.06 -0.08 -0.12 0.15 0.07 0.16

死産数 0.11 -0.10 0.10 0.02 0.03 0.07 -0.07 0.04 -0.11

出生時生存産子数 -0.13 0.18 -0.27 0.06 -0.12 -0.14 0.18 0.03 0.21

3週齢時生存産子数 -0.18 0.12 -0.28 0.06 -0.23 -0.06 0.16 0.00 0.18

3週齢時総体重 -0.17 0.16 -0.22 0.11 -0.19 -0.13 0.19 0.05 0.21

次回総産子数 -0.08 0.05 -0.16 -0.20 0.05 -0.08 0.25 0.00 0.25

産次 0.24 -0.46 0.35 0.03 -0.06 -0.16 -0.72 -0.38 -0.62

TP Alb BUN Glu T-cho IP RBC Ht Hb

総産子数 -0.21 -0.11 -0.23 0.13 0.07 0.07 -0.04 -0.25 -0.15

死産数 0.19 0.01 -0.07 0.03 -0.16 0.01 0.03 0.02 -0.02

出生時生存産子数 -0.33 -0.13 -0.21 0.11 0.18 0.08 -0.06 -0.27 -0.15

3週齢時生存産子数 -0.40 -0.21 -0.16 0.09 0.19 0.07 -0.05 -0.27 -0.14

3週齢時総体重 -0.47 -0.23 -0.16 0.14 0.14 0.00 -0.02 -0.25 -0.10

次回総産子数 -0.08 0.14 -0.07 -0.12 0.01 0.12 0.15 0.09 0.16

産次 0.42 -0.17 0.18 0.02 -0.33 -0.50 -0.63 -0.43 -0.50

妊娠後期

分娩後

離乳後
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しかしながら，近年は育種改良によって産子数

が増加し，多産系の母豚では妊娠期の飼料摂取

量が胎子の発育を与える可能性が指摘されてい

る 2)。本試験で作成した単回帰式を活用するこ

とで，胎子数に応じた飼料給与量の調整が可能

となり，出生時体重の増加や離乳率の向上に寄

与することが期待された。 

 今後は推定式の精度を検証すると共に，他品

種における血液成分についても調査する予定で

ある。また，妊娠期に飼料を多給すると授乳期

の飼料摂取量が減少するとの報告があることか

ら 8)，今後はデータ数を増やし，胎子数ごとの

適切な飼料給与量について検討する必要がある。 

 本試験は農林水産省委託プロジェクト研究 

「畜産・酪農の生産力強化のための技術開発」

における「家畜の生涯生産性向上のための育種

手法の開発」事業の支援を受けて実施した。 
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16 子実用トウモロコシ栽培技術の検討 

宮城県畜産試験場 
田中孝太朗，菅原賢一 

 
１ はじめに 

水田や畑における輪作体系での地力低下や連

作障害対策として，子実用トウモロコシを導入し，

畜産農家へ濃厚飼料原料を供給する取り組みを

支援するため，水田における栽培技術を検討す

る。 

県内の大豆作付面積は約 9,000ha あり，北海道

に次いで多く，大豆用の播種機や汎用コンバイン

の所有が多いことから，これらを活用することにより，

コストをかけずに子実用トウモロコシを輪作体系に

組み入れることが望まれる。 

 

２ 材料および方法 

１）品種比較試験 

供試品種【極早生】：KD085 ベローナ(RM85），

P9027(RM93)，エスパス 95(RM95)， 

【早生】きみまる(RM110) 

試験区の構成：１区 12 ㎡(3×4m)×３反復 

播種期：令和元年５月 8 日 

栽植密度：極早生 7,407，早生 7,018（本/10a） 

調査項目：黄熟期、完熟期、乾物収量等 

２）機械収穫作業性試験 

供試品種：エスパス 95(RM95) 

試験区の構成：慣行播種区（慣行区），畝立播種 

区（畝立区） １区面積は，10a  

播種期：平成 31 年４月 22 日 

栽植密度：慣行区 8559 本／10a，畝立区 7098 本

／10a（播種機の違いによる） 

調査項目：熟期，収穫作業時間，収量，収穫精度

（収穫ロス率，夾雑率） 

 

 

３ 結果および考察 

１）品種比較性試験 

生育調査では，黄熟期は，極早生の３品種が８

月 20 日から８月 26 日，早生は９月１日，完熟期は

極早生で８月 29 日から９月２日，早生は９月８日に

到達した。 

極早生は９月 17 日，早生は９月 27 日に収量調

査を行い，乾物子実収量は P9027，エスパス 95 が

高かった。（表１） 

 

 

水稲や大豆との作業競合を避けた栽培として，４

月下旬播種，９月上旬収穫が可能と思われるが，

気象条件によって登熟や乾燥度合が左右されるた

め，収穫時期の判断が難しい。子実用トウモロコシ

だけで見ると，10 月中～下旬の収穫時期の天候が

安定しているため，５月下旬播種でも良いが，近年

の温暖化傾向から，さらなる作業の前進化も可能と

思われる。 

２）機械収穫作業性試験 

生育調査では，８月 16 日に黄熟期，８月 26 日に

完熟期を迎え，９月 10 日に収穫作業を行った。 

６月から７月のトウモロコシ生育中期にかけて日照

不足が続いたため，登熟がやや遅れた。 新型の

コーンヘッダ「スナッパーヘッド」を汎用コンバイン

に装着し，2.6～2.9km/h で作業を行った。10a 当

たりの作業時間は両区とも 17 分前後となり効率良

く収穫を行うことが出来た。（表２）  

 

収量は，栽植密度の高い慣行区でやや多いが

有意な差は無かった。（表３）  
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排出ロス率は両区とも１%前後，夾雑率は 2.5%前

後となり，収穫精度が高かった。（表４，５） 

 

４ まとめ 

品種比較適応性試験では，P9027 およびエスパ

ス 95 の子実乾物収量が高かった。 

収穫作業性試験では，作業時間，収量，収穫精

度で畝立区でも問題なく，転作田での応用が可能

である。 

 

 

 

 


